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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、平成14年３月期は、自己株式取得方式のストックオ

プション制度を採用しておりますが、調整計算の結果、１株当たり当期純利益金額が減少しないため、平成

15年３月期は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、平成16年３月期以降は、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

回次 第  66  期 第  67  期 第  68  期 第  69  期 第  70  期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 142,678 141,628 146,819 160,896 173,683 

経常利益（百万円） 11,615 12,400 13,938 16,725 18,425 

当期純利益（百万円） 5,670 5,476 8,444 9,383 10,519 

純資産額（百万円） 122,590 120,969 128,676 136,366 145,366 

総資産額（百万円） 172,145 173,689 183,620 192,428 212,774 

１株当たり純資産額 

（円） 
926.45 939.78 999.63 1,058.90 1,129.74 

１株当たり当期純利益

金額（円） 
42.85 40.67 64.57 71.76 81.76 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 71.2 69.6 70.1 70.9 68.3 

自己資本利益率（％） 4.7 4.5 6.8 7.1 7.5 

株価収益率（倍） 33.9 25.2 21.3 23.5 30.8 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円) 
8,713 10,402 5,574 8,297 13,856 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円) 
△5,334 △6,999 △146 △10,669 △12,318 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円) 
△2,169 △6,270 △1,720 △2,422 △2,516 

現金及び現金同等物の

期末残高（百万円） 
32,980 31,507 35,137 30,365 29,871 

従業員数（人） 

 （外、臨時雇用者数） 
3,404 3,346 3,383 3,382 

3,668 

 （879）



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第66期は、自己株式取得方式のストックオプション

制度を採用しておりますが、調整計算の結果、１株当たり当期純利益金額が減少しないため、第67期は、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第68期以降は、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

回次 第  66  期 第  67  期 第  68  期 第  69  期 第  70  期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 117,518 114,115 112,206 119,175 123,403 

経常利益（百万円） 9,052 10,693 10,503 12,193 12,910 

当期純利益（百万円） 4,341 5,450 6,768 7,369 7,995 

資本金（百万円） 13,450 13,450 13,450 13,450 13,450 

発行済株式総数 

（千株） 
132,800 132,800 132,800 132,800 132,800 

純資産額（百万円） 111,039 110,636 116,987 122,590 128,529 

総資産額（百万円） 157,145 157,888 165,256 169,355 184,290 

１株当たり純資産額 

（円） 
839.16 859.85 909.23 952.33 998.89 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配

当額)（円） 

16.00 

（ 8.00）

16.00 

（ 8.00）

16.00 

（ 8.00）

18.00 

（ 9.00）

22.00 

（ 11.00） 

１株当たり当期純利益

金額（円） 
32.81 40.87 52.05 56.63 62.15 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 70.7 70.1 70.8 72.4 69.7 

自己資本利益率（％） 3.9 4.9 5.9 6.2 6.4 

株価収益率（倍） 44.3 25.1 26.4 29.8 40.5 

配当性向（％） 48.8 39.1 30.7 31.8 35.4 

従業員数（人） 

（外、臨時雇用者数） 
1,684 1,719 1,655 

1,600 

（ 164）

1,566 

（ 278） 



２【沿革】 

昭和24年７月 水処理薬品の製造販売を目的として神戸市において栗田工業株式会社を設立（資本金30万円） 

昭和26年９月 兵庫県西宮市に汽缶給水研究所を設置 

昭和29年10月 水処理装置の製造販売を開始 

昭和31年４月 本社を大阪市に移転 

昭和34年６月 化学洗浄工事部門を分離独立し、㈱鈴木商会｛現・栗田エンジニアリング㈱ 現・連結子会社｝を

設立 

昭和36年10月 東京・大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和36年10月 当社が納入した水処理施設のメンテナンス・サービス部門を分離独立し、関西栗田整備㈱｛昭和38

年７月 栗田整備㈱に、昭和62年10月 栗田テクニカルサービス㈱に社名変更｝を設立 

昭和37年１月 横浜市に総合研究所を新築移転 

昭和37年８月 東京・大阪証券取引所市場第一部に上場 

昭和40年４月 伊藤忠商事㈱と業務提携 

昭和41年８月 水処理薬品の製造部門を分離独立し、㈱栗田高槻製造所｛昭和52年１月に㈱栗田製造所に社名変

更｝を設立 

昭和49年４月 東京・新宿に東京本社ビルを建設 

昭和50年４月 西日本地区の水処理施設の運転・維持管理子会社として、栗田水処理管理㈱｛平成４年７月 ㈱ク

リタス西日本に社名変更｝を設立 

昭和52年６月 ㈱栗田製造所が茨城県猿島郡に移転 

昭和53年４月 東日本地区の水処理施設の運転・維持管理子会社として、東京水処理管理㈱｛平成４年７月 ㈱ク

リタス東京に社名変更｝を設立 

昭和53年７月 シンガポールに水処理薬品の製造販売子会社として、クリタ（シンガポール）Pte.Ltd.（現・連結

子会社）を設立（昭和62年４月 水処理装置の製造販売を開始） 

昭和58年６月 本社を現在地（東京・新宿）に移転 

昭和59年４月 第１回物上担保附転換社債（総額50億円）を発行 

昭和59年９月 水処理薬品の販売子会社として、クリタ空調薬品㈱｛平成11年10月 クリタ・ビルテック㈱に社名

変更 現・連結子会社｝を設立 

昭和60年５月 神奈川県厚木市森の里に総合研究所を新築移転 

昭和62年２月 1992年満期米貨建新株引受権付社債（総額30百万米ドル）を発行 

平成３年８月 1995年満期米貨建新株引受権付社債（総額100百万米ドル）を発行 

平成３年12月 西日本地区の水処理薬品の製造拠点として、クリタ化成㈱（連結子会社、平成17年３月清算）を設

立 

平成９年10月 当社100％出資子会社の栗田テクニカルサービス㈱を吸収合併 

平成９年10月 ㈱クリタス東京が、㈱クリタス西日本等の水処理施設の運転・維持管理子会社４社を吸収合併し、

㈱クリタス（現・連結子会社）に社名変更 

平成10年10月 栃木県下都賀郡野木町に事業開発センターを建設 

平成14年４月 当社100％出資子会社の㈱栗田製造所を吸収合併 

平成15年４月 分析部門を分離独立し、クリタ分析センター㈱（現・連結子会社）を設立 

平成15年６月 精密洗浄部門を分離独立し、クリテックサービス㈱（現・連結子会社）を設立 

平成17年３月 水処理薬品製造体制の再編に伴い、当社100％出資子会社のクリタ化成㈱（連結子会社）を清算 

平成17年10月 研究開発体制の再編に伴い、事業開発センターに総合研究所の機能を移転・統合してクリタ開発セ

ンターを開設 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は栗田工業株式会社（当社）、子会社39社及び関連会社14社により構成

されております。 

 事業としては、水処理に関する製品、技術、メンテナンス・サービスを幅広く提供しておりますが、事業区分とし

ては、水処理に関する薬品類の製造販売及びメンテナンス・サービスの提供を行う水処理薬品事業と、水処理に関す

る装置・施設類の製造販売及びメンテナンス・サービスの提供を行う水処理装置事業の２つに区分できます。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

 なお、事業区分は事業の種類別セグメント情報と同一であります。 

［水処理薬品事業］ 

 ── ボイラ水系処理剤、冷却水系処理剤、空調関係水処理剤、排水処理剤、土木建築関連処理剤、石油化学・紙

パルプ等の製造プロセス処理剤、ダイオキシン処理剤・除去システム等の水処理に関する薬品類及び付帯機

器の製造販売並びにメンテナンス・サービスの提供 

 ── 会社総数33社 

国内では、当社が薬品類を製造しており、薬品類及び付帯機器の販売並びにメンテナンス・サービスの提供

は、主に当社が行うほか、一部はクリタ・ビルテック㈱、クリタ・ケミカル東京㈱、クリタ・ケミカル関西

㈱等20社が行っております。そのほか水質等の分析会社（国内１社）、海外の製造販売会社としてクリタ

（シンガポール）Pte.Ltd.等10社及び販売会社１社があります。 

［水処理装置事業］ 

 ── 超純水製造装置、用水処理装置、排水処理装置、規格型水処理装置、土壌浄化システム、下水道終末処理施

設、汚泥再生処理センター、海水淡水化施設、レジャープール等の水処理に関する装置・施設類の製造販売

及び化学洗浄工事・精密洗浄並びに水処理施設の運転・維持管理等のメンテナンス・サービスの提供 

 ── 会社総数23社 

装置・施設類の製造販売及びメンテナンス・サービスの提供は、主に当社が行っておりますが、装置の製造

販売の一部はクリタ（シンガポール）Pte.Ltd.等４社（国内２社、海外２社）が行っております。機器・装

置類の化学洗浄工事・精密洗浄は栗田エンジニアリング㈱等７社（国内７社）で行っており、他に主に当社

が販売した水処理施設の運転・維持管理等のメンテナンス・サービスに携っている㈱クリタス等６社（国内

２社、海外４社）、土壌浄化に関わる会社（国内２社）、装置の販売会社（海外２社）、装置・施設類の設

計会社（国内１社）があります。 

 以上述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。 





４【関係会社の状況】 

(1)連結子会社 

(2）持分法適用関連会社 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

    ２．議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業
内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任等 

資金援
助 
(百万円)

営業上の取引 
設備の賃
貸借 

当社
役員 
（名）

当社
従業
員 
（名）

出向 
（名）

転籍 
（名）

㈱クリタス 
東京都

豊島区 
220 

水処理装置

事業 
100.0 1 1 － 1 － 

水処理施設の維

持管理業務等の

委託 

なし 

栗田エンジニア

リング㈱ 

大阪市

中央区 
160 

水処理装置

事業 
100.0 － 2 － 2 － 

化学洗浄工事の

委託 

事務所の

賃貸 

クリテックサー

ビス㈱ 

大阪市

中央区 
50 

水処理装置

事業 
100.0 

(30.0)

－ 2 － 2 2,800 ─── 

事務所及

び工場建

物・設備

の賃貸 

その他31社            

名称 住所 資本金 
主要な事業
内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任等 

資金援
助 
(百万円)

営業上の取引 
設備の賃
貸借 

当社
役員 
（名）

当社
従業
員 
（名）

出向 
（名）

転籍 
（名）

㈱韓水 
韓国 

安山市 

2,500百万 

ウォン 

水処理薬品

事業 
33.2 － － － － － 

水処理薬品製造

用原材料の供給 
－ 

その他４社            



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、( )内は臨時雇用者数で外数であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、( )内は臨時雇用者数で外数であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称           従業員数（人） 

水処理薬品事業 1,278 (296) 

水処理装置事業 2,224 (553) 

全社（共通） 166 (30) 

合計 3,668 (879) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

1,566 (278) 41.1 17年２か月 8,529,321 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加、個人消費の緩やかな増加などに支え

られ、回復基調にありました。 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）をとりまく市場環境は、民需市場の電子産業分野におい

ては国内および台湾・韓国を中心に需要は堅調に推移しました。また、素材産業分野を中心に、工場操業度・設備

投資が上向いたことによって需要も回復してきました。他方、官公需市場においては公共事業の予算縮小、競争の

激化などの影響を受け、引き続き大変厳しいものとなっております。 

このような経済環境にあって、当連結会計年度は平成15年度にスタートしました３か年の中期経営計画「ＰＡ－

５」（Powerful Advance 2005）の最終年度にあたり、基本方針を「クリタ固有の事業の拡大と顧客密着体制の強

化により、ＰＡ－５計画を達成する」と定め、当社グループにしかできない価値・サービスの提供の充実と拡大に

スピードを上げて取組んできました。 

当連結会計年度の受注高は、水処理薬品事業および水処理装置事業がともに前連結会計年度に比べ増加し、全体

では183,910百万円(前年同期比7.3％増)となりました。 

当連結会計年度の売上高は、受注の増加にともない、水処理薬品事業および水処理装置事業がともに前連結会計

年度に比べ増加しました。その結果、全体では173,683百万円（前年同期比7.9％増）となりました。 

利益は、売上高の増加にともない、営業利益は17,311百万円 (前年同期比8.5％増)、経常利益は18,425百万円

(前年同期比10.2％増)、当期純利益は10,519百万円(前年同期比12.1％増)となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（水処理薬品事業） 

 当事業において当社グループは、顧客密着体制を強化するとともに、顧客ニーズに合致する水処理薬品の拡

販、水処理管理の一括請負契約の促進などに注力し、受注の確保に努めました。また、収益面においては、付加価

値および収益性の高い商品への転換、原材料高騰への対応、物流コストの削減など種々の施策に取組んできまし

た。 

受注高については、前連結会計年度に比べ、主力商品のボイラ薬品および冷却水薬品は横ばい、排水処理薬品は

増加となりました。その他の商品では、紙・パルプ産業向け製造プロセス薬品、石油精製・石油化学産業向け製造

プロセス薬品、水処理管理の一括請負契約などが増加となりました。 

この結果、当社グループの水処理薬品事業全体の受注高は53,903百万円(前年同期比3.4%増)、売上高は54,549百

万円(前年同期比7.7%増)、営業利益は7,961百万円(前年同期比7.1 %増)となりました。 

（水処理装置事業） 

当事業の民需市場については、当社グループは、超純水供給事業の拡大、顧客の生産性向上・環境負荷低減など

の課題を解決するソリューション事業の拡大、重点顧客への営業強化などを推進し、受注の確保に注力しました。

また、品質向上、生産性向上、コスト削減などに継続して取組み、収益の確保に努めてきました。 

受注高につきましては、前連結会計年度に比べ、主力商品である電子産業分野向けの超純水製造装置（超純水供

給事業を含む）は、国内・海外で増加となりました。また、同装置のメンテナンス・サービス、半導体・液晶製造

装置の精密洗浄事業も増加となりました。その他の分野向け水処理装置では、同装置のメンテナンス・サービス、

素材産業向け水処理装置が増加し、自動車産業向け、医薬品向けの水処理装置は減少となりました。土壌浄化事業

は土地取引の堅調な需要を受け、増加となりました。 

一方、官公需市場については、地域密着型の営業体制を敷くとともに、グループの連携を強化し受注の確保に注

力しましたが、当社グループの受注高は、前連結会計年度に比べ大幅な減少となりました。 

 これらの結果、当社グループの水処理装置事業全体の受注高は130,007百万円(前年同期比9.1%増)、売上高は

119,133百万円(前年同期比8.0%増)、営業利益は9,349百万円(前年同期比9.8%増)となりました。 



(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益の増加等もあ

り営業活動によって13,856百万円の資金を得たものの、それ以上に投資活動（主に有形固定資産の取得支出）と財務

活動による支出があったため、前連結会計年度末に比べ494百万円減少し、当連結会計年度末には29,871百万円とな

りました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は13,856百万円となり、前連結会計年度に比べ5,559百万円増加しました。主な増加

要因は、税金等調整前当期純利益が1,824百万円増加したこと、たな卸資産が1,531百万円減少したこと、仕入債務及

び前受金が、それぞれ1,466百万円、1,508百万円増加したことであり、一方、主な減少要因は、売上債権が1,196百

万円増加したことであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は12,318百万円となり、前連結会計年度に比べ1,649百万円増加しました。 

これは主に定期預金の預入・払戻による差引収入が1,933百万円、有価証券及び投資有価証券の取得・売却等による

差引収入が883百万円、有形固定資産の売却収入が717百万円と、それぞれ増加したものの、有形固定資産の取得支出

が5,057百万円増加したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は2,516百万円となり、前連結会計年度に比べ94百万円増加しました。これは主に短

期借入金の借入れ・返済による差引収入が280百万円増加したものの、配当金の支払額が451百万円増加したためであ

ります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

水処理薬品事業（百万円） 54,604 107.2 

水処理装置事業（百万円） 117,137 106.6 

合計（百万円） 171,741 106.8 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比(％) 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比(％) 

水処理薬品事業 53,903 103.4 3,607 84.8 

水処理装置事業 130,007 109.1 56,340 123.9 

合計 183,910 107.3 59,947 120.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

水処理薬品事業（百万円） 54,549 107.7 

水処理装置事業（百万円） 119,133 108.0 

合計（百万円） 173,683 107.9 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、21世紀に入り、事業の方向性を「新たな価値を創造し、顧客の課題解決を共同して実現する事

業に進化する」と定め、新しいビジネスモデルの構築、グローバル事業の拡大などにより、企業価値の向上に取組

んできました。 

また、2010年におけるグループのあるべき姿として制定した「２１世紀ビジョン」に基づき、社会や市場の変化

を先取りした「水と環境の先進企業、One and Only 企業」の実現を目指しております。しかしながら、社会や市場

は予想を超える速さと激しさで変化を続けており、当社グループは、顧客の期待に十分に応えられているとは言え

ないのが現状であります。 

このような認識のもと、当社グループの成長と拡大を実現するため、本年4月からスタートする３か年の中期経営

計画「Ｇ－８」（Growth 2008）を策定しました。 

この「Ｇ－８計画」の基本テーマは「成長と革新」であります。 

当社グループは、提供する価値とサービスを日々革新し、顧客の絶大な信頼を得ることを基本方針に、以下のビ

ジョンを設定しました。 

  ①水と環境の分野で、他に類のない価値と最先端のサービスを提供し、国内外の顧客から絶大なる信頼と支持を

得ている。 

  ②主力事業の収益性を一層高めるとともに、グループ全体の成長、拡大により、企業価値が飛躍的に向上してい

る。 

  ③すべての商品・サービスが、確固たる理論・データで裏打ちされ、高い品質と安心を提供するとともに、当社

グループ独自の技術により圧倒的な優位性を発揮している。 

  ④グループの成長、拡大につながる新規事業が立ち上がっている。 

  ⑤コンプライアンスの遵守に徹底して取組み、透明で公正な関係がグループ会社およびグループ社員との間で築

かれている。 

このビジョン実現のため、当社グループは、グループの連携強化、主力事業の収益性の向上、世界に通用する新

商品・新事業の開発、コンプライアンス活動の強化・実践などの重点施策に取組んでまいります。 



４【事業等のリスク】 

当社グループの事業上のリスクとして経営成績に与える重要な要因としては、経済動向、顧客の水処理関連設備

投資の動向、工場操業度、公共投資の動向、原材料などの価格動向、同業他社との競合状況などが挙げられます。

（１）経営成績の変動要因について 

各事業における当社グループの経営成績の変動要因は以下のとおりであります。 

（水処理薬品事業） 

主な需要先である鉄鋼産業、石油精製・石油化学産業、紙・パルプ産業等の工場操業度により需要が変動し、

経営成績に影響を与えます。 

（水処理装置事業） 

主な需要先である電子産業関連の設備投資動向により需要が変動し、経営成績に影響を与えます。 

  

（２）水処理装置事業において利益が下期に偏重していることについて 

同事業においては、工事完了および工事進行基準による売上が年度末に集中する傾向にあるため、営業利益は

下期に偏重しております。 

なお、直近４連結会計年度の業績は下記表のとおりであります。 

                                            （単位：百万円）

（３）為替変動リスクについて 

当社グループの海外事業に関しては、全体の売上に占める割合が小さく、為替変動による業績への影響は小さ

いと考えております。 

  自 平成14年4月01日 
 至 平成15年3月31日 

自 平成15年4月01日 
至 平成16年3月31日 

自 平成16年4月01日 
至 平成17年3月31日 

 自 平成17年4月01日 
 至 平成18年3月31日 

上期   下期  合計 上期 下期 合計 上期 下期 合計  上期 下期  合計  

連

結

売

上

高 

水処理薬品 

対年間比(％) 

23,214 

49.3 

23,902 

50.7 

47,116 

100.0 

23,645 

49.8 

23,797 

50.2 

47,442 

100.0 

24,760 

48.9 

25,877 

51.1 

50,637 

100.0 

26,521 

48.6 

28,028 

51.4 

54,549 

100.0 

水処理装置 

対年間比(％) 

38,520 

40.8 

55,992 

59.2 

94,512 

100.0 

40,936 

41.2 

58,441 

58.8 

99,377 

100.0 

46,409 

42.1 

63,850 

57.9 

110,259 

100.0 

45,978 

38.6 

73,155 

61.4 

119,133 

100.0 

合計 

対年間比(％) 

61,734 

43.6 

79,894 

56.4 

141,628 

100.0 

64,581 

44.0 

82,238 

56.0 

146,819 

100.0 

71,170 

44.2 

89,726 

55.8 

160,896 

100.0 

72,499 

41.7 

101,184 

58.3 

173,683 

100.0 

連

結

営

業

利

益 

水処理薬品 

対年間比(％) 

3,609 

55.6 

2,884 

44.4 

6,493 

100.0 

3,273 

49.3 

3,367 

50.7 

6,640 

100.0 

3,951 

53.2 

3,482 

46.8 

7,433 

100.0 

4,008 

50.3 

3,953 

49.7 

7,961 

100.0 

水処理装置 

対年間比(％) 

721 

12.6 

5,009 

87.4 

5,730 

100.0 

843 

12.3 

6,002 

87.7 

6,845 

100.0 

2,493 

29.3 

6,022 

70.7 

8,515 

100.0 

800 

8.6 

8,549 

91.4 

9,349 

100.0 

消去又は全社 8 74 82 106 △101 5 △6 7 1 △1 1 0 

合計 

対年間比(％) 

4,339 

35.3 

7,968 

64.7 

12,307 

100.0 

4,223 

31.3 

9,267 

68.7 

13,490 

100.0 

6,438 

40.4 

9,513 

59.6 

15,951 

100.0 

4,807 

27.8 

12,504 

72.2 

17,311 

100.0 

連結経常利益 

 対年間比(％) 

4,560 

36.8 

7,840 

63.2 

12,400 

100.0 

4,426 

31.8 

9,512 

68.2 

13,938 

100.0 

6,759 

40.4 

9,966 

59.6 

16,725 

100.0 

5,466 

29.7 

12,959 

70.3 

18,425 

100.0 

連結当期純利益 

 対年間比(％) 

2,173 

39.7 

3,303 

60.3 

5,476 

100.0 

2,414 

28.6 

6,030 

71.4 

8,444 

100.0 

3,834 

40.9 

5,549 

59.1 

9,383 

100.0 

2,855 

27.1 

7,664 

72.9 

10,519 

100.0 



５【経営上の重要な契約等】 

(1)販売提携 

 （注） ※ 契約期間については定めがありません。 

(2）技術提携 

イ．技術輸出 

ロ．技術導入 

契約会
社名 

提携先 提携の内容 契約期間 

当社 伊藤忠商事株式会社 仕入及び販売に関する業務提携 昭和40年４月以降 ※ 

〃 三菱化学株式会社 
イオン交換樹脂「ダイヤイオン」の販売

に関する代理権の取得 

昭和51年４月１日から 

平成20年11月30日まで 

〃 
イオンピュア・テクノロ

ジーズInc.(アメリカ) 
連続式電気脱イオン装置の販売権取得 

平成16年４月１日から 

平成19年３月31日まで 

契約会
社名 

提携先 提携の内容 契約期間 対価 

当社 
ゴシューコーサン  

Co.,Ltd.（タイ） 

水処理装置の製造販売等に関

する技術提携 

平成元年７月１日から 

平成19年３月31日まで 

契約製品の正味販売高

に対する一定の実施料 

契約会
社名 

提携先 提携の内容 契約期間 対価 

当社 
バイエルＡ.Ｇ. 

（ドイツ） 

イオン交換樹脂による液体処

理方法に関する技術提携 

昭和56年６月９日から 

平成19年６月８日まで 

契約製品の正味販売高

に対する一定の実施料 

〃 

セバーン・トレント・ウ

ォーター・ピュリフィケ

ーションInc. 

（アメリカ） 

鉄・非鉄金属系排水処理方法

に関する技術提携 

平成３年３月27日から 

平成23年３月26日まで 

頭金のほか契約製品の

正味販売高に対する一

定の実施料 

〃 

フィーラブレーター・テ

クノロジーズInc. 

（アメリカ） 

廃棄物焼却灰中の重金属の固

定方法に関する技術提携 

平成６年２月３日から 

平成20年４月11日まで 

頭金のほか契約製品の

正味販売高に対する一

定の実施料 

〃 

ニューウエイスト・コン

セプツInc. 

（アメリカ） 

ゴミ最終処分場における覆土

代替剤の製造販売等に関する

技術提携 

平成９年７月14日から 

平成24年７月13日まで 

頭金のほか契約製品の

購入高に対する一定の

実施料 

〃 

エンバイロメタル・テク

ノロジーズInc. 

（カナダ） 

汚染土壌・地下水の浄化方法

に関する技術提携 

平成13年10月１日から 

平成23年９月30日まで 

頭金のほか契約製品の

正味販売高に対する一

定の実施料 



６【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、創業以来、産業の基盤を支えるユーティリティの水処理や社会の基盤

を支える環境保全の水処理を通して、生産性や品質の向上、環境保全に貢献してきました。 

今後も、永年培ってきた“水”の技術にさらに磨きをかけるとともに、２１世紀ビジョン「水と環境の先進的マ

ネジメント企業」の実現に向けて、環境保全技術や水の再利用技術、生産性向上技術など、産業と社会のニーズに

幅広く対応する技術の研究開発に積極的に取り組んでいきます。 

研究開発は、主に当社の開発本部及び各事業本部の技術開発部門により推進されており、研究開発スタッフはグ

ループ全体で約200名にのぼり、これは総従業員数の5.5％に当たっております。当連結会計年度の研究開発費の総

額は4,213百万円（売上比2.4％）であります。 

当連結会計年度における各セグメント別の研究開発概要と主な成果および研究開発費は次のとおりであります。

(1）水処理薬品事業 

顧客の省エネルギー・省コスト・省資源・生産性向上に貢献する水処理薬品の開発を継続するとともに、環

境にやさしい新素材や物理的な水処理方法の開発など、水処理の環境負荷を低減する開発を実施しておりま

す。また、水処理管理の一括請負契約などのメンテナンス・サービスに寄与するシステム技術の開発を行って

おります。 

当連結会計年度における主な成果は次のとおりであります。 

・コンビナート冷却水市場向けに効果に優れ、かつ環境負荷の少ない非リン亜鉛系の防食・スケール防止剤

を開発しました。 

・紙パルプ製造プロセスの生産性向上に貢献するスケール防止剤、スティッキー（粘着性物質）処理剤、歩

留まり向上剤を開発しました。 

・蒸気発生プラントの蒸気質を連続監視できるモニタリングシステムを開発しました。 

・鉄鋼プロセスの生産性向上に貢献する焼結工程用造粒助剤、嵩密度向上剤を開発しました。 

なお、当事業に係る研究開発費は2,019百万円であります。 

(2）水処理装置事業 

超純水水質のさらなる高度化や環境規制を先取りした環境保全技術の研究開発を継続するとともに、排水回

収・再利用技術、汚泥減量技術などの循環型社会に対応する研究開発を実施しております。また、開発装置の

コンパクト化、レディメイド化を推進しております。 

当連結会計年度における主な成果は次のとおりであります。 

・高集積度半導体向けに、部材からの不純物溶出を徹底的に抑えた超純水製造装置と世界最高レベルの超純

水中の極微量重金属分析技術を開発しました。 

・油分含有排水を好アルカリ性油脂分解菌で生物処理する装置を開発しました。 

・膜式浄水処理プラント向けに、膜汚染の原因となる原水有機物濃度に対応し凝集剤注入量を最適制御する

システムを開発しました。 

なお、当事業に係る研究開発費は2,194百万円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

   (1)財政状態の分析 

①貸借対照表 

当連結会計年度末の流動資産は1,252億円となり、前連結会計年度末に比べ88億円増加しました。これは主に

売掛金が57億円、有価証券が33億円、それぞれ増加したためであります。売掛金の増加は、主に水処理装置事

業の売上高の増加によるものであり、有価証券の増加は主に投資有価証券からの振替によるものであります。 

固定資産は875億円となり、前連結会計年度末に比べ115億円増加しました。これは主に超純水供給事業用設

備等の取得に伴い有形固定資産が101億円、投資有価証券が27億円、それぞれ増加したためであります。 

流動負債は548億円となり、前連結会計年度末に比べ104億円増加しました。これは主に買掛金が21億円、未

払金が59億円、前受金が11億円、それぞれ増加したためであります。買掛金の増加は売上高の増加に伴い、対

応する材料費・外注費等の仕入計上が増加したためであり、未払金の増加は、超純水供給事業用設備取得に伴

う固定資産購入未払金の増加によるものであります。 

固定負債は112億円となり、前連結会計年度末に比べ7億円増加しました。これは主に退職給付引当金等が減

少したものの、再評価に係る繰延税金負債が15億円増加したためであります。再評価に係る繰延税金負債の増

加は、前連結会計年度まで再評価に係る繰延税金資産と相殺表示していたものを、当連結会計年度から総額表

示し、再評価に係る繰延税金資産を土地再評価差額金に振替えたためであります。 

資本合計は1,453億円となり、前連結会計年度末に比べて90億円増加しました。これは主に当期純利益105億

円の計上に伴う利益剰余金の増加70億円、有価証券及び投資有価証券の時価評価によるその他有価証券評価差

額金の増加18億円によるものであります。 

以上の結果、当連結会計年度末の資産合計は2,127億円となり、前連結会計年度末に比べ203億円増加しまし

た。 

１株当たり純資産額は前連結会計年度末の1,058.90円から1,129.74円へと増加しましたが、自己資本比率は

70.9％から68.3％へと2.6％下がりました。 

②キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より55億円多い138億円のキャッシュ（現金及び現

金同等物）を得ました。これは主に税金等調整前当期純利益182億円、減価償却費49億円、仕入債務の増加23億

円等でキャッシュが増加したことに対し、売上高の増加による売上債権の増加52億円と法人税等の支払69億円

などで資金が減少したことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より16億円多い123億円のキャッシュを使用しまし

た。これは主に有価証券及び投資有価証券の取得・売却等による差引16億円の支出、事業用固定資産等の有形

固定資産の取得による109億円の支出があったことによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度とほぼ同額の25億円のキャッシュを使用しまし

た。これは主に配当金の支払26億円があったことによるものであります。 

これらの活動の結果、当連結会計年度末のキャッシュ残高は298億円となり、前連結会計年度末に比べ４億円

減少しました。  

③資金需要への対応 

当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については内部資金で全て賄えており、基本的に外部調達

は不要な状況にあります。 

当社グループは、その健全な財務状態及び営業活動によるキャッシュを生み出す能力により、当社グループ

の成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金の調達は十分可能と考えております。 

   (2)経営成績の分析 

①概要 

当社グループをとりまく市場環境は、民需市場においては、電子産業分野における水処理関連の需要は堅調

に推移し、また一般水処理分野では、素材産業を中心に操業度、設備投資がともに堅調を維持しております。

一方、官公需市場においては、公共事業の予算縮小、競争の激化などの影響を受け、大変厳しい状況が続いて

おります。 

このような経済環境下、当連結会計年度の売上高は1,736億円（前年同期比7.9％増）、営業利益は173億円

（前年同期比8.5％増）、経常利益は184億円（前年同期比10.2％増）、当期純利益は105億円（前年同期比

12.1％増）となり、増収増益を達成できました。 



②売上高 

売上高は、前連結会計年度に比べ7.9％増収の1,736億円となりました。これは、水処理薬品事業、水処理装

置事業の両セグメントとも増収であったことによるものであります。 

水処理薬品事業は、顧客密着体制の強化、顧客のニーズに合致する水処理薬品の拡販、水処理管理の一括請

負契約などに注力した結果、売上高は前年同期比7.7％増収の545億円となりました。 

水処理装置事業は、官公需分野の売上高は、公共事業の予算縮小、競争の激化などにより減少となりました

が、電子産業分野は前連結会計年度に引続き水処理関連の需要増により超純水製造装置等の売上高が増加し、

また、一般水処理分野（自動車向け等の水処理装置、メンテナンス・サービス、土壌浄化事業等）も増加した

ため、水処理装置事業全体の売上高は、前年同期比8.0％増収の1,191億円となりました。 

③売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度の1,120億円から105億円増加（前年同期比9.4％増）の

1,226億円となりました。また、売上原価率は前連結会計年度に比べ0.9％上昇しましたが、これは、主に水処

理装置事業における外注費等の増加によるものであります。 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度の328億円から８億円増加（前年同期比2.7％増）し、337億円とな

りました。これは主に人件費（給与諸手当・賞与引当金繰入額・退職給付費用）が４億円増加したためであり

ます。 

販売費及び一般管理費の売上高に対する比率は、前連結会計年度の20.4％から1.0％改善し、19.4％となりま

した。 

④営業利益 

営業利益は、前連結会計年度の159億円から13億円増加（前年同期比8.5％増）の173億円となりました。セグ

メント別では、水処理薬品事業79億円、水処理装置事業93億円であり、水処理装置事業が８億円増加していま

すが、これは主に売上増によるものであります。 

⑤経常利益 

営業利益の増加と営業外損益の改善により、経常利益は、前連結会計年度の167億円から17億円増加（前年同

期比10.2％増）の184億円となりました。 

⑥特別利益・特別損失 

特別利益は投資有価証券売却益が前連結会計年度と比べ10億円増加したものの、特別損失は減損損失の計上

８億円等により前連結会計年度と比べ９億円増加しました。これにより特別利益から特別損失を差引いた差額

は、前連結会計年度の３億円の損から２億円の損となりました。 

⑦税金等調整前当期純利益 

経常利益の増加により、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度の163億円から18億円増加（前年同期比

11.1％増）の182億円となりました。 

⑧当期純利益 

以上の結果、当期純利益は、前連結会計年度の93億円から11億円増加（前年同期比12.1％増）の105億円とな

りました。また、１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の71.76円から81.76円と増加しました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループは、技術革新や生産能力の増強、販売競争の激化に対処するために必要な投資を行っております。 

当連結会計年度においては、事業用設備の取得、研究開発拠点の統合に伴う開発センターの研究棟の増築等に総額

16,094百万円（前年同期比9,979百万円増）の設備投資を実施しました。 

水処理薬品事業においては、水処理管理の一括請負事業用設備の取得及び薬品製造設備等の再編等に1,854百万円

（前年同期比798百万円増）の設備投資を実施しました。 

水処理装置事業においては、超純水供給事業用設備の取得及び精密洗浄設備の増設等に14,240百万円（前年同期比

9,181百万円増）の設備投資を実施しました。 

  なお、当連結会計年度においては、主要な設備の除却、売却等はありません。 

 （注） 「設備の状況」に記載の設備投資、帳簿価額等には、消費税等は含まれておりません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 

(東京都新宿区) 

水処理薬品

事業、水処

理装置事業 

全社的管理

業務 

その他の 

設備 
1,532 123 

3,515 

(1,407) 
331 5,503 

765 

(95) 

大阪支社 

(大阪市中央区) 

水処理薬品

事業、水処

理装置事業 

管理業務 

その他の 

設備 
370 0 

649 

(351) 
16 1,037 

115 

(14) 

クリタ開発セン

ター 

(栃木県下都賀

郡野木町) 

水処理薬品

事業 

水処理装置

事業 

研究開発施

設 
3,735 477 

1,725 

(78,772) 
577 6,515 

134 

(50) 

静岡事業所 

(静岡県榛原郡

吉田町) 

水処理装置

事業 

規格型装置

の製造設備

及び樹脂・

膜の精製設

備 

794 226 
678 

(23,657) 
130 1,829 

146 

(52) 

江川事業所 

(茨城県猿島郡

五霞町) 

水処理薬品

事業 

水処理薬品

製造設備 
599 165 

243 

(20,191) 
54 1,063 

9 

(8) 

赤穂事業所 

(兵庫県赤穂市) 

水処理薬品

事業 

水処理装置

事業 

水処理薬品

製造設備及

び治具等の

精密洗浄設

備 

533 139 
211 

(10,345) 
152 1,035 

2 

(-) 

山口事業所 

(山口県山口市) 

水処理薬品

事業 

水処理装置

事業 

規格型装置

の製造設備

及び物流設

備 

899 56 
658 

(49,247) 
6 1,620 

10 

(1) 

客先設置の事業

用設備 

水処理薬品

事業 

水処理装置

事業 

超純水供給

事業用設備

及び販売促

進用設備等 

4,935 13,488 －  1,717 20,141 
5 

(2) 

総合グラウンド

(神奈川県厚木

市) 

その他 
その他の 

設備 
209 0 

879 

(34,908) 
1 1,091 － 



(2）国内子会社 

(3)在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。 

    ２．従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時雇用者数で外数であります。 

３．クリテックサービス㈱伊賀事業所は、精密洗浄事業用として土地・建物のほとんどを、栗田エンジニアリン

グ㈱（連結子会社）から賃借しております。 

４．クリテックサービス㈱大分事業所は、精密洗浄事業用として土地・建物の一部を、栗田エンジニアリング㈱

（連結子会社）から賃借しております。 

５．クリタ分析センター㈱本社は、水質分析事業用として土地・建物のほとんどを、㈱クリタス（連結子会社）

から賃借しております。 

６．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内
容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人）建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

クリテック

サービス㈱ 

伊賀事業所 

(三重県伊賀

市) 

水処理装

置事業 

精密洗浄

設備 
1,176 56 

499 

(22,754) 
280 2,013 

20 

 (2)

クリテック

サービス㈱ 

大分事業所 

(大分県大分

市) 

水処理装

置事業 

精密洗浄

設備 
462 4  

336 

(5,875) 
94 898 

4 

  (2)

クリタ分析

センター㈱ 

本社 

(茨城県つく

ば市) 

水処理薬

品事業 

水質分析

設備 
775 2 

175 

(2,950) 
157 1,110 

36 

 (101)

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内
容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人）建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

クリテッ

ク・シンガ

ポール  

Pte.Ltd. 

本社 

（シンガポー

ル） 

水処理装

置事業 

超純水供

給事業用

設備 

529 1,113 － 0 1,643 14 

会社名 事業所名 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 
年間賃借及
びリース料 
（百万円） 

提出会社 本社 水処理装置事業 本社分室（賃借） 181 

提出会社 
本社、大阪支社他 

全事業所 

水処理薬品事業 

水処理装置事業 

全社的管理業務 

コンピューターネットワーク

機器関係、営業車他（リー

ス） 

434 

（国内子会社） 

クリテックサービス㈱ 

三重県伊賀事業所他

５事業所 
水処理装置事業 精密洗浄設備他（リース） 44 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの当連結会計年度後１年間の設備投資（新設・拡充）は総額約190億円を計画しておりますが、特に

事業用設備については、経済動向、顧客の設備投資動向等による変動要素が大きいため、当連結会計年度末時点で個

別案件ごとの具体的な設備投資計画を策定しておりません。当連結会計年度末現在における設備投資計画の概要は以

下のとおりであります。 

 なお、経常的な設備の更新のための除却及び売却を除き、重要な設備の除却及び売却計画はありません。 

設備の種類 
事業の種類別セグ

メントの名称 

計画金額 

（億円）
設備等の主な内容 資金調達方法 

 事業用設備  水処理装置事業  160 超純水供給事業用設備  自己資金  

 その他  
 水処理薬品事業  

 水処理装置事業 
30 

精密洗浄設備、研究開発

用設備及び販売促進用設

備等  

自己資金  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 (注)１．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使によるものであります。 

   ２．株式分割（１：1.1）によるものであります。  

   ３．(株)丸昭佐々木商会の完全子会社化に伴う株式交換によるものであります。  

   ４．名古屋理水(株)及び岐阜理水(株)の完全子会社化に伴う株式交換によるものであります。  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 531,000,000 

計 531,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 132,800,256 同左  

東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

大阪証券取引所 

市場第一部 

計 132,800,256 同左  － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成７年４月１日～ 

 平成８年３月31日 

(注)1 

3,406,381 120,727,506 4,128 13,450 4,124 11,398 

平成８年５月20日 

(注)2 
12,072,750 132,800,256 － 13,450 － 11,398 

平成16年９月14日 

(注)3 
－ 132,800,256 － 13,450 11 11,409 

平成17年10月18日 

(注)4 
－ 132,800,256 － 13,450 17 11,426 



(4）【所有者別状況】 

(注)１．自己株式4,127,639株は、「個人その他」に41,276単元、「単元未満株式の状況」に39株を含めて記載してお

ります。 

  ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式６単元を含めて記載しております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 91 32 279 317 5 13,067 13,791 － 

所有株式数（単元） － 455,537 19,262 185,079 496,016 45 170,847 1,326,786 121,656 

所有株式数の割合

（％） 
－ 34.33 1.45 13.95 37.39 0.00 12.88 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、自己株式が4,127千株あります。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５－１ 10,268 7.73 

日本トラステイ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 8,258 6.21 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 7,284 5.48 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11－３ 5,472 4.12 

ノーザン トラスト カン

パニー（エイブイエフシ

ー）サブ アカウント ア

メリカン クライアント 

（常任代理人 香港上海銀

行東京支店） 

50  Bank Street Canary Whart London 

E14 5NT UK 

（東京都中央区日本橋三丁目11－１） 

4,476 3.37 

東京海上日動火災保険株式

会社 
東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 4,311 3.24 

ステート ストリート バ

ンク アンド トラスト 

カンパニー 505202 

（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室） 

Nymphenburger Str, 70 8000 Munich 

 2 Germany 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

  

4,016 3.02 

ユービーエス エージー 

ロンドン アイピービー 

クライエント アカウン

ト  

（常任代理人 シテイバン

ク エヌ・エイ東京支店） 

 Aeschenvorstadt 48 CH-4002 Basel 

 Switzerland 

（東京都品川区東品川二丁目３－14） 

3,303 2.48 

 株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行 
東京都千代田区丸の内二丁目７－１  2,936 2.21 

 ザ バンク オブ ニュ

ーヨーク トリーテイー 

ジャスデック アカウント 

（常任代理人 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行カストデ

イ業務部）  

Avenue Des Arts, 35 Kunstlaan, 1040  

Brussels， Belgium 

（東京都千代田区丸の内二丁目７－１）  

1,825 1.37 

計 － 52,153 39.27 



    ２．ドイツ銀行ロンドン支店ほか10社から平成18年４月17日付で提出された大量保有報告書により、同日現在で

以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当期末時点における実質所有株

式数を確認できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

      なお、大量保有報告書による当社株式の所有内容は以下のとおりであります。 

平成18年４月17日付 

  

大量保有者 住所 
保有株券等の
数(千株) 

株券等保有
割合（％）

ドイツ銀行ロンドン支店 Winchester House, 1 Great Winchester Street，

London EC2N 2DB, England, UK 

1,638 

  

1.23 

  

ドイツ銀行フランクフル

ト本店 

Taunusanlage 12,60325 Frankfurt am Main,  

Germany 

16 0.01 

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町二丁目11－１ 231 0.17 

ドイチェ バンク セキ

ュリティーズ インク  

60 Wall Street, New York, NY 10005, U.S.A. 1,368 1.03 

ドイチェ バンク セキ

ュリティーズ リミテッ

ド  

222 Bay Street, Suite 1100, Toronto, Ontario, 

 Canada  

200 0.15 

ドイチェ アセット マ

ネジメント インベスト

メント ゲゼルシャフト 

エムべーハー  

Mainzer Landstr. 16,60325 Frankfurt am Main, 

 Germany 

16 0.01 

ドイチェ アセット マ

ネジメント株式会社  

東京都千代田区永田町二丁目11－１  7 0.00 

ドイチェ アセット マ

ネジメント インク  

280 Park Avenue, New York, New York 10017,  

U.S.A．  

3 0.00 

デー ヴェー エス イ

ンベストメント ゲー 

エムベーハー  

Grueneburgweg 113-115, 60612 Frankfurt am  

Main, Germany  

4,116 3.09 

ディー ダブリュエス 

インベストメンツ イタ

リー エス ジー アー

ル エス ピー エー 

Via Melchiorre Gioia 8, Milano, Italy 160 0.12 

ディー ダブリュエス 

インベストメント エス

エー ルクセンブルグ 

2 Boulevard Konrad Adenauer, 1115 Luxemburg,  

Luxemburg  

29 0.02 

計 7,788 5.86 



ＪＰモルガン信託銀行株式会社ほか３社から平成18年４月17日付で、モルガン・スタンレー証券準備株式会

社ほか９社から平成18年４月10日付で提出された変更報告書により、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を

保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有株式数を確認できません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、変更報告書による当社株式の所有内容は以下のとおりであります。 

平成18年４月17日付 

  

大量保有者 住所 
保有株券等の
数(千株)  

株券等保有
割合（％）

 ＪＰモルガン信託銀行株

式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目７－３  6,349 

  

4.78 

  

ジェー・ピー・モルガ

ン・インベストメント・

マネージメント・インク  

アメリカ合衆国10036ニューヨーク州  

ニューヨークフィフス・アベニュー522  

18 0.01 

ジェー・ピー・モルガ

ン・ホワイトフライヤー

ズ・インク  

アメリカ合衆国 ニューヨーク州 10017  

ニューヨークパーク・アベニュー270  

15 0.01 

 ＪＰモルガン アセット 

マネジメント株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目７－３  403 0.30 

 計 6,786 5.10 



平成18年４月10日付 

大量保有者 住所 
保有株券等の
数(千株) 

株券等保有
割合（％）

モルガン・スタンレー証券

準備株式会社  

東京都渋谷区恵比寿四丁目２０－３  272 0.20 

モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インコ

ーポレーテッド  

1585 Broadway, New York, NY 10036  1,495  1.12 

モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インタ

ーナショナル・リミテッ

ド  

25 Cabot Spuare Canary Wharf London E14  

4QA U.K.  

2,151  1.61 

エムエスディーダブリュ・

エクイティー・ファイナン

ス・サービセズⅠ（ケイマ

ン）リミテッド  

P.O. Box 309GT Ugland House, South Church  

Street George Town, Grand Cayman  

556  0.41 

モルガン・スタンレー・キ

ャピタル（ルクセンブル

グ）エス・エー  

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 Luxembourg  187 0.14 

エムエスディーダブリュ・

エクイティー・ファイナン

シング・サービセズ（ルク

ス）エス・アー・エール・

エル  

 8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 Luxembourg  556  0.41 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・マネジメ

ント・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London E14  

4QA U.K.  

2,338  1.76 

モルガン・スタンレー・ア

セット・マネジメント投信

株式会社  

東京都渋谷区恵比寿四丁目２０－３  1,643  1.23 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・マネジメ

ント・インク  

1221 Avenue of the Americas, New York, 

 NY 10020, USA  

1,069 0.80 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・アドバイ

ザーズ・インク  

 1221 Avenue of the Americas, New York, 

 NY 10020, USA  

3  0.00 

  計 10,273 7.73 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式を600株(議決権の数６個)を含めて 

記載しております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

     該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

4,127,600 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

128,551,000 
1,285,510 同上 

単元未満株式 
普通株式 

121,656 
－ 同上 

発行済株式総数 132,800,256 － － 

総株主の議決権 － 1,285,510 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

栗田工業株式会社 
東京都新宿区西新

宿三丁目４番７号 
4,127,600 － 4,127,600 3.10 

計 － 4,127,600 － 4,127,600 3.10 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 平成18年６月29日現在

 (注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は会社法第165条第２項の規

定によって市場取引等により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に

定めております。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

区分 株式の種類 株式数 (株) 価額の総額 (円)

 自己株式取得に係る決議   －  －  － 



３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、安定配当の継続を基本とし、業績の推移と今後の事業展開などを勘案のうえ、

配当の増額に努めてまいります。 

 当期末の株主配当金につきましては、前期末比２円増配の１株につき11円とさせていただき、中間配当金11円（２

円増配）と合わせて、年間では１株につき４円増配の22円とさせていただきました。 

内部留保資金につきましては、種々の投資、新規事業の開発などに有効に活用し、一層の企業価値向上に努めてま

いります。 

 なお、第70期の中間配当についての取締役会決議は平成17年10月31日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,919 1,748 1,480 1,755 2,865 

最低（円） 1,300 999 1,001 1,215 1,548 

月別 平成17年10月 17年11月 17年12月 平成18年１月 18年２月 18年３月 

最高（円） 2,095 2,080 2,390 2,865 2,850 2,705 

最低（円） 1,865 1,802 2,115 2,200 2,270 2,200 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

(代表取締役) 

取締役社長 
 藤野 宏 昭和17年３月７日生 

昭和39年４月 当社入社 

平成３年４月 海外本部長補佐 

平成５年６月 当社取締役就任 

平成９年６月 当社常務取締役就任 

平成11年６月 当社代表取締役就任（現任） 

平成11年６月 当社専務取締役就任 

平成15年６月 当社取締役社長就任（現任） 

17 

(代表取締役) 

専務取締役 

ケミカル事業

本部長 
石田 拓郎 昭和19年10月７日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成７年６月 薬品事業部事業管理本部長心

得 

平成９年６月 当社取締役就任 

平成13年６月 当社常務取締役就任 

平成17年６月 当社代表取締役就任（現任） 

平成17年６月 当社専務取締役就任（現任） 

平成18年４月 ケミカル事業本部長（現任） 

11 

常務取締役 
プラント第二

事業本部長 
齊藤 浩 昭和22年１月９日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成11年４月 水処理事業部第二部門電力技

術部長 

平成11年６月 当社取締役就任 

平成15年６月 当社常務取締役就任（現任） 

平成15年６月 経営企画室長 

平成18年４月 プラント第二事業本部長 

（現任） 

4 

常務取締役 
プラント第一

事業本部長 
森内 和文 昭和22年９月15日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成15年４月 アドバンスト・マネジメント

事業本部プラント事業部電子

産業営業部長 

平成15年６月 当社取締役就任 

平成17年６月 当社常務取締役就任（現任） 

平成17年６月 アドバンスト・マネジメント

事業本部長 

平成18年４月 プラント第一事業本部長 

（現任） 

6 

取締役 

開発本部長兼

クリタ開発セ

ンター長 

出口 智章 昭和21年10月12日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成15年４月 研究開発本部企画開発部長 

平成15年６月 当社取締役就任（現任） 

平成15年６月 研究開発本部長 

平成17年４月 開発本部長（現任） 

平成17年10月 クリタ開発センター長 

（現任） 

3 

取締役 

プラント第二

事業本部土壌

部門長 

渡邊 佳信 昭和23年３月21日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成13年４月 環境事業部業務部長 

平成15年６月 当社取締役就任（現任） 

平成15年６月 環境事業部長 

平成17年４月 アドバンスト・マネジメント

事業本部アーステック事業部

長 

平成18年４月 プラント第二事業本部土壌部

門長（現任） 

4 

取締役 管理本部長 小川 満 昭和23年10月18日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成９年６月 管理本部財務経理部長 

平成15年６月 当社取締役就任（現任） 

平成17年６月 管理本部長（現任） 

5 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

ケミカル事業

本部第三部門

長兼大阪支社

長 

高橋 則夫 昭和25年１月７日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成15年６月 カスタマー・サービス事業本

部ケミカル第二事業部長 

平成16年６月 当社取締役就任（現任） 

平成16年６月 カスタマー・サービス事業本

部ケミカル第二事業部長兼大

阪支社長 

平成18年４月 ケミカル事業本部第三部門長

兼大阪支社長（現任） 

2 

取締役 

プラント第二

事業本部生産

部門長 

田村 成人 昭和22年２月15日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成11年６月 当社審議役就任 

平成17年４月 環境事業部長 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

平成18年４月 プラント第二事業本部生産部

門長（現任） 

1 

取締役 

プラント第一

事業本部海外

統括部門長 

佐伯 哲男 昭和26年３月９日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成15年６月 アドバンスト・マネジメント

事業本部エコ事業部長 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

平成17年６月 アドバンスト・マネジメント

事業本部グローバル事業部長 

平成18年４月 プラント第一事業本部海外統

括部門長（現任） 

1 

取締役 

プラント第一

事業本部生産

部門長 

梶井 馨 昭和26年７月29日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成15年４月 生産本部エンジニアリング一

部長兼静岡事業所長 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

平成17年６月 生産本部長 

平成18年４月 プラント第一事業本部生産部

門長（現任） 

1 

取締役 経営企画室長 中井 稔之 昭和29年８月１日生 

昭和54年４月 当社入社 

平成13年９月 クリテックシンガポール社社

長 

平成15年６月 経営企画室企画部長 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

平成18年４月 経営企画室長（現任） 

2 

取締役  杉本 繁慈 昭和33年６月９日生 

昭和57年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成18年４月 同社機械経営企画部長（現

任） 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

－ 

監査役 

（常勤） 
 石坂 徹 昭和16年11月15日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成７年６月 当社取締役就任 

平成11年６月 当社常務取締役就任 

平成15年６月 栗田総合サービス㈱代表取締

役社長就任 

平成16年６月 当社監査役(常勤)就任(現任) 

8 

監査役 

（常勤） 
 葛生 知明 昭和24年１月２日生 

昭和46年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成６年４月 同社経理部税務総括室長 

平成11年１月 同社機械管理部長 

平成14年４月 同社機械カンパニーチーフフ

ィナンシャルオフィサー 

平成16年６月 当社監査役(常勤)就任(現任) 

1 

監査役  栗田 政彦 昭和19年11月26日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成４年10月 クリタ・ド・ブラジル社社長 

平成９年６月 経営企画室関連企業部長 

平成13年６月 当社監査役（常勤）就任 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

2 

 



 （注）１．取締役 杉本 繁慈は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 葛生 知明及び由良 数馬は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社では、業務執行力の強化を目的として執行役員制度を導入しております。執行役員は７名で、プラント

第一事業本部メンテナンス部門長 石上 良一、プラント第一事業本部装置部門長 甲斐 哲郎、ケミカル

事業本部 第一部門長 飯岡 光一、プラント第二事業本部メンテナンス部門長 中川 英夫、プラント第

二事業本部装置部門長 早川 隆志、ケミカル事業本部第二部門長 前田 平樹、ケミカル事業本部海外統

括部門長 竹田 慈明であります。 

４．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役  由良 数馬 昭和５年７月18日生 

昭和33年４月 弁護士登録 弁護士開業 

昭和43年９月 当社顧問弁護士 

平成２年４月 日本弁護士連合会常務理事就

任 

平成10年４月 大阪府池田市教育委員会委員

就任 

平成13年12月 当社顧問弁護士退任 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 
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    計 77 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

(千株) 

辻 佳宏   昭和36年６月７日生 
 平成６年４月 弁護士登録  

 平成13年６月 第一中央法律事務所設立 
－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業理念のもとで、水と環境の分野における企業活動を通じて、株主の皆様をはじめとするステーク

ホルダーの期待に応えながら広く社会に貢献することを目指しております。この実現に向けて、当社は経営の透

明性、効率性を高め、長期的に安定して企業価値を向上する経営体制を確立するとともに、業務執行及び経営の

監督の徹底を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①経営管理組織およびその他のコーポレート・ガバナンス体制 

当社では監査役制度を採用しており、監査役会は監査役４名（うち社外監査役２名）で構成され、監査役会

で定めた方針や分担に基づき監査役監査を実施するとともに、代表取締役の業務執行と取締役の経営行動を監

視・監査しております。取締役会は、平成18年６月29日現在、取締役13名（うち社外取締役１名）で構成さ

れ、経営方針等の重要な経営上の意思決定を行うとともに代表取締役の業務執行の監視・監督を行っておりま

す。取締役会での意思決定を補完する仕組みとして、決裁・審査規程に基づく決裁制度を設定し、運用してお

ります。本規程の改廃は取締役会で決議しております。加えて、取締役社長の直轄組織として監査室を設置

し、内部監査の充実を図っており、取締役社長の直轄委員会として全社横断委員で構成するコンプライアンス

委員会とＧ－８委員会を設置し、コンプライアンス活動の充実と中期経営計画達成のための課題解決・業務革

新を推進・実行しております。なお、経営にかかわる重要事項を審議し、取締役会の意思決定を支援するた

め、代表取締役をはじめとする取締役５名で構成される経営会議を設置しております。さらに、業務執行力の

強化を目的として平成17年６月から執行役員制度を導入し、執行役員７名を選任しております。 

②社外取締役及び社外監査役について 

ａ．社外取締役 

社外取締役は１名であり、社外取締役個人と当社との直接的な利害関係はありません。 

ｂ．社外監査役 

社外監査役は２名であり、うち１名は弁護士で、両者とも当社との利害関係はありません。 

③内部統制システムおよびリスク管理体制について 

当社では、監査役会による代表取締役と取締役の監視・監査および監査役監査に加え、次の体制により内部

統制とリスク管理を強化しております。 

ａ．監査室の設置 

取締役社長の直轄組織として監査室を設置しております。監査室はグループ各社を含めた内部監査を実施

し、業務執行上の課題や問題点の把握を行い、取締役社長に改善策を提言しております。 

ｂ．コンプライアンス委員会の設置 

コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置付け、取締役社長の直轄委員会として全社コンプ

ライアンス委員会とその下部組織の部門コンプライアンス委員会を設置しております。さらに、平成16年度

からコンプライアンス活動を海外グループ会社にも展開しております。 

当社グループでは、コンプライアンス活動を単に遵法と捉えるのではなく、平成12年度に制定した「倫理

行動規範」に定める５つの価値「公正・透明・誠実・安全・共生」を実現する幅広い倫理行動として位置付

けて推進しております。また、コンプライアンス活動の一層の充実と推進を図るため、社内の相談窓口に加

え、社外機関を活用した匿名による相談窓口を設置しております。 

ｃ．本部安全衛生委員会の設置 

取締役社長の直轄組織である当委員会とその下部組織として現場部門安全衛生委員会、製造部門安全衛生

委員会および本社・支社・支店その他事業所安全衛生委員会を設置し、全グループ会社および協力会社も含

めた視点で、作業現場および事業活動全般における安全衛生管理の向上に取組んでおります。具体的には、

安全衛生教育活動、各製造部門における事故防止活動、工事着工前のリスクアセスメントおよび着工後の安

全パトロール等により災害の未然防止に努めるとともに、社員に関してはメンタルヘルスケアを含む健康管

理を徹底しております。 

④監査の状況 

ａ．内部監査 

前述の通り、当社は取締役社長の直轄組織として監査室を設置し、全グループ会社を含めた内部監査を実

施しております。監査室は室長以下７名のスタッフで構成され、取締役社長の指揮命令下で内部監査を行

い、改善課題の提言とそれに対する取締役社長指示事項の実施状況の把握・管理を行っております。 



ｂ．監査役監査 

４名の監査役で構成する監査役会において当該年度の監査方針、各監査役の業務分担、具体的実施事項、

スケジュールを定め、取締役の職務執行を監査しております。監査役は取締役会などの会社の重要な会議に

出席し、取締役の意思決定の状況および取締役会の監督義務の履行状況を監視し検証するほか、子会社も含

めグループ全体の財産状況調査、取締役による内部統制システムの整備状況の確認、会計監査人の独立性、

職務遂行状況の監視等を行っております。 

ｃ．会計監査 

商法特例法および証券取引法に基づく会計監査人として、太陽ＡＳＧ監査法人を選任しております。当社

監査に従事する業務執行社員は梶川 融、新村 実、桐川 聡の３氏であり、それぞれ継続監査年数は１６

年、８年、１年であります。監査業務に従事する補助者は公認会計士６名と会計士補２名、その他１名の９

名であります。同監査法人と当社とは、当社監査について監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っ

ており、当事業年度の監査報酬(公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬)は総額27百万円、

それ以外の業務に基づく報酬は2百万円で、合わせて29百万円であります。 

 なお、当社の会計監査人であった太陽監査法人は平成18年１月１日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、

名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更しております。 

⑤役員報酬 

当事業年度における取締役および監査役に対する役員報酬は217百万円（取締役報酬159百万円、監査役報酬

58百万円）であります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表については、太陽監

査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事

業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については、太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受

けております。 

 なお、太陽監査法人は平成18年１月１日付をもってＡＳＧ監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更し

ております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   30,679   30,107  

２．受取手形   9,958   10,115  

３．売掛金   61,158   66,957  

４．有価証券   2,794   6,162  

５．たな卸資産   8,075   8,070  

６．繰延税金資産   2,038   2,170  

７．その他   1,852   1,773  

８．貸倒引当金   △156   △125  

流動資産合計   116,400 60.5  125,231 58.9 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  31,658   36,059   

減価償却累計額  16,586 15,072  17,018 19,040  

(2）機械装置及び運搬具  17,110   25,005   

減価償却累計額  6,824 10,285  8,372 16,633  

(3) 土地 ※４  14,483   13,745  

(4）建設仮勘定   1,734   2,115  

(5）その他  10,047   10,231   

減価償却累計額  7,768 2,279  7,773 2,457  

有形固定資産合計   43,855 22.8  53,991 25.4 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   2,146   1,908  

(2）その他   1,034   955  

無形固定資産合計   3,180 1.6  2,863 1.3 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  22,981   25,761  

(2）繰延税金資産   1,775   886  

(3) 再評価に係る繰延税
金資産 

※４  176   －  

(4）その他 ※２  4,194   4,151  

(5）貸倒引当金   △133   △111  

投資その他の資産合計   28,993 15.1  30,687 14.4 

固定資産合計   76,028 39.5  87,542 41.1 

資産合計   192,428 100.0  212,774 100.0 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   1,521   1,638  

２．買掛金   26,642   28,773  

３．短期借入金   85   320  

４．未払金   －   11,651  

５．未払法人税等   3,924   4,376  

６．前受金   942   2,055  

７．賞与引当金   2,060   2,362  

８．製品保証等引当金   992   739  

９．その他   8,297   2,960  

流動負債合計   44,465 23.1  54,877 25.8 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   270   180  

２．再評価に係る繰延税 
  金負債 

 ※４  －   1,526  

３．退職給付引当金   8,689   8,261  

４．役員退職引当金   704   488  

５．その他   821   777  

固定負債合計   10,485 5.4  11,233 5.3 

負債合計   54,951 28.5  66,111 31.1 

（少数株主持分）        

少数株主持分   1,110 0.6  1,295 0.6 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  13,450 7.0  13,450 6.3 

Ⅱ 資本剰余金   11,409 5.9  11,426 5.4 

Ⅲ 利益剰余金   115,318 59.9  122,350 57.5 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  △257 △0.1  △740 △0.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  2,067 1.1  3,873 1.8 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △790 △0.4  △200 △0.1 

Ⅶ 自己株式 ※６  △4,830 △2.5  △4,793 △2.3 

資本合計   136,366 70.9  145,366 68.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  192,428 100.0  212,774 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   160,896 100.0  173,683 100.0 

Ⅱ 売上原価   112,077 69.7  122,630 70.6 

売上総利益   48,819 30.3  51,052 29.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．給与諸手当  11,850   12,620   

２．賞与引当金繰入額  1,496   1,320   

３．退職給付費用  894   734   

４．旅費交通費  2,416   2,517   

５．研究開発費 ※１ 4,228   4,213   

６．その他  11,981 32,867 20.4 12,334 33,741 19.4 

営業利益   15,951 9.9  17,311 10.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  211   271   

２．受取配当金  145   180   

３．持分法による投資利益   244   266   

４．その他  467 1,068 0.7 616 1,334 0.7 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  38   41   

２．たな卸資産売廃棄損  90   23   

３．その他  166 295 0.2 155 220 0.1 

経常利益   16,725 10.4  18,425 10.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  128 128 0.1 1,205 1,205 0.7 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※２ －   150   

２．固定資産除却損 ※３ 477   279   

３．減損損失 ※４ －   846   

４．その他   － 477 0.3 155 1,430 0.8 

税金等調整前当期純利
益 

  16,376 10.2  18,200 10.5 

法人税、住民税及び事
業税 

 6,603   7,395   

法人税等調整額  234 6,838 4.3 100 7,496 4.3 

少数株主利益（控除）   154 0.1  184 0.1 

当期純利益   9,383 5.8  10,519 6.1 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   11,398  11,409 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  11 11 17 17 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   11,409  11,426 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   108,180  115,318 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  9,383  10,519  

２．持分法適用会社増加に
よる利益剰余金増加高 

 93 9,476 － 10,519 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  2,185  2,572  

２．役員賞与  148  164  

３．連結会社増加による利
益剰余金減少高 

 －  14  

４．土地再評価差額金取崩
額 

 －  724  

５．従業員奨励福利基金  4 2,338 11 3,486 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   115,318  122,350 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー： 

   

税金等調整前当期純利益  16,376 18,200 

減価償却費  4,361 4,906 

減損損失  － 846 

連結調整勘定償却額  △17 △24 

持分法による投資利益  △244 △266 

賞与引当金の増加額  － 238 

退職給付引当金の減少額  △463 △447 

貸倒引当金の増減額  5 △56 

その他の引当金の減少額  △104 △510 

受取利息及び受取配当金  △356 △452 

その他営業外収益  △345 △328 

支払利息  38 41 

その他営業外費用・特別
損失 

 224 311 

投資有価証券売却損益  △128 △1,205 

有形固定資産売却・除却
損益 

 472 411 

売上債権の増加額  △4,063 △5,259 

たな卸資産の増減額  △1,375 156 

その他流動資産の増減額  △440 175 

仕入債務の増加額  848 2,314 

前受金の増減額  △431 1,077 

その他流動負債の増加額  37 362 

役員賞与の支払額  △138 △180 

その他  69 △212 

小計  14,323 20,096 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額  424 589 

その他の営業外収入額  322 374 

利息の支払額  △36 △43 

その他の営業外支出額  △257 △179 

法人税等の支払額  △6,479 △6,981 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 8,297 13,856 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー： 

   

定期預金等の預入による
支出 

 △3,518 △305 

定期預金等の払戻による
収入 

 1,594 314 

有価証券の取得による支
出 

 △5,038 △10,807 

有価証券の償還・売却に
よる収入 

 10,008 10,239 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △5,905 △10,962 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 100 817 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △8,096 △3,914 

投資有価証券の売却等に
よる収入 

 546 2,785 

その他の支出  △829 △986 

その他の収入  468 500 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △10,669 △12,318 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー： 

   

短期借入れによる収入  － 220 

短期借入金の返済による
支出 

 △60 － 

長期借入金の返済による
支出 

 △125 △84 

自己株式の取得・売却に
よる収支 

 △10 △11 

配当金の支払額  △2,185 △2,572 

少数株主への配当金の支
払額 

 △42 △106 

少数株主からの払込によ
る収入 

 － 38 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,422 △2,516 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 22 173 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額 

 △4,772 △804 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 35,137 30,365 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び
現金同等物の期首残高 

 － 310 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末
残高 

 30,365 29,871 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

２．持分法の適用に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)連結子会社数  31社 

 子会社のうち、連結の範囲に含めた主要な会社名は 

次のとおりであります。 

株式会社クリタス 

栗田エンジニアリング株式会社 

クリテックサービス株式会社 

なお、株式の追加取得により子会社となったクリ

タ・ケミカル大分株式会社、クリタ・ケミカル北海道

株式会社の２社を、当連結会計年度から連結の範囲に

含めております。また、前連結会計年度まで連結子会

社であったクリタ化工株式会社は清算したため、連結

の範囲から除外しております。  

(1)連結子会社数  34社 

 子会社のうち、連結の範囲に含めた主要な会社名は 

次のとおりであります。 

株式会社クリタス 

栗田エンジニアリング株式会社 

クリテックサービス株式会社 

なお、重要性が増加したため、４社｛栗田工業（蘇

州）水処理有限公司及び持分法より変更したアオイ工

業株式会社、日本ファイン株式会社、サン化工株式会

社の３社｝を、当連結会計年度から連結の範囲に含め

ております。また、前連結会計年度まで連結子会社で

あったクリタ化成株式会社は清算したため、連結の範

囲から除外しております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

栗田総合サービス株式会社 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純利益（持分相当額）及び利益剰

余金（持分相当額）等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数と

主要な会社名は、次のとおりであります。 

持分法適用非連結子会社数  ４社 

持分法適用関連会社数    ６社 

主要な持分法適用会社名 栗田総合サービス 

          株式会社 

 なお、サン化工株式会社、日本ファイン株式会社、

アオイ工業株式会社、サンエイ工業株式会社、三善工

業株式会社の５社を、重要性が増加したため、当連結

会計年度から持分法の適用範囲に含めております。 

(1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数と

主要な会社名は、次のとおりであります。 

持分法適用非連結子会社数  ２社 

持分法適用関連会社数    ５社 

主要な持分法適用会社名   同左 

  

 なお、持分法より連結法への変更により、アオイ工

業株式会社等の３社が減少しております。 

  

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

｛栗田工業（蘇州）水処理有限公司ほか｝は、それぞ

れ当期純利益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相

当額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。 

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

（クリタ・ケミカル東海株式会社ほか）は、それぞれ

当期純利益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

(3）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の各事業年度に係る財務諸表

を使用しております。 

(3）          同左 



３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

４．会計処理基準に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 連結子会社のうち、クリタ(シンガポール)Pte.Ltd.、

クリタ・ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメリカ）Inc.、

クリテック・ヨーロッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッパ

G.m.b.H.、クリタ・ウォーター(マレーシア）Sdn.Bhd.、

クリタ（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ－GKケミカルCo.,L

td.、栗田工業（大連）有限公司、P.T.クリタ・インドネ

シア、韓水テクニカルサービス㈱、クリテック・シンガ

ポールPte.Ltd.及び栗田超純水設備(上海)有限公司の決

算日は、平成16年12月31日であります。連結財務諸表の

作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、平成17年１月１日から連結決算日平

成17年３月31日までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。 

  

 連結子会社のうち、クリタ(シンガポール)Pte.Ltd.、

クリタ・ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメリカ）Inc.、

クリテック・ヨーロッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッパ

G.m.b.H.、クリタ・ウォーター(マレーシア）Sdn.Bhd.、

クリタ（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ－GKケミカルCo.,L

td.、栗田工業（大連）有限公司、P.T.クリタ・インドネ

シア、栗田工業（蘇州）水処理有限公司、韓水テクニカ

ルサービス㈱、クリテック・シンガポールPte.Ltd.及び

栗田超純水設備(上海)有限公司の決算日は、平成17年12

月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、

平成18年１月１日から連結決算日平成18年３月31日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ．その他有価証券： 

(イ)時価のあるもの  決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

イ．その他有価証券： 

(イ)時価のあるもの  同左 

(ロ)時価のないもの  移動平均法による原価法 (ロ)時価のないもの  同左 

② たな卸資産 

 主として移動平均法による原価法 

 ただし、仕掛品は主として個別法よる原価法 

② たな卸資産 

               同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子

会社は定額法を採用しております。ただし、当社

及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）並びに当社が

客先に設置している超純水等の供給用設備につい

ては定額法を採用しております。なお、主な耐用

年数は以下のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

               同左 

 建物及び構築物   ２～65年 

 機械装置及び運搬具 ２～13年 

  

  

 



５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額基準により計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当社及び国内連結

子会社は当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、

数理計算上の差異は、１～２年による按分額をその発

生連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。 

② 退職給付引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当

該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為

替換算調整勘定に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、主

として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 発生年度より実質的判断による償却年数の見積りが可

能なものはその見積年数で、その他については３年間で

定額法により償却しております。ただし、金額が僅少の

場合は発生年度に全額償却しております。 

同左 



７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、原則として価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月

以内に満期又は償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

｛「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)｝及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純利益は846百万円減少

しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

──────── 

  

  

  

  

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「未払金」は、負債、少数株主持

分及び資本の合計額の100分の５を超えることとなった

ため、区分掲記することに変更しました。 

  なお、前連結会計年度末の「未払金」は5,712百万円

であります。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において営業外費用の「その他」に

含めて表示しました「たな卸資産売廃棄損」は、営業

外費用の合計額の100分の10を超えることとなったた

め、区分掲記することに変更しました。 

  なお、前連結会計年度の「たな卸資産売廃棄損」は

12百万円であります。 

（連結損益計算書） 

──────── 

  

２．前連結会計年度において区分掲記しました「固定資

産賃貸原価」は、営業外費用の合計額の100分の10以下

となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示

することに変更しました。 

  なお、当連結会計年度の「固定資産賃貸原価」は10

百万円であります 

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

──────── 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他の引当金の増減額」に含めて表示して

おりました「賞与引当金の増加額」は、金額的重要性

が増加したため、区分掲記することに変更しました。 

  なお、前連結会計年度の「賞与引当金の増加額」は

△112百万円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社株式 2,352百万円

※２．非連結子会社出資金 100百万円

※１．非連結子会社及び関連会社株式 2,582百万円

※２．      ────────   

 ３．債務保証  ３．債務保証 

従業員の住宅建設資金の

借入金に対する保証 
19百万円

従業員の住宅建設資金の

借入金に対する保証 
  10百万円

※４．当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３

月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の

再評価を行い、「土地再評価差額金」を資本の部

に計上しております。 

※４．当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３

月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の

再評価を行い、「土地再評価差額金」を資本の部

に計上しております。 

再評価の方法 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3

月31日公布政令第119号)第2条第1号に定める 

公示価格等に合理的な調整を行って評価額を 

算出 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3

月31日公布政令第119号)第2条第1号に定める 

公示価格等に合理的な調整を行って評価額を 

算出 

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の

期末における時価と再

評価後の帳簿価額との

差額 △1,003百万円

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の

期末における時価と再

評価後の帳簿価額との

差額     △673百万円

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式132,800,256

株であります。 

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式132,800,256

株であります。 

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,163,793株であります。 

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,127,639株であリます。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費 

      4,228百万円        4,213百万円

※２．      ──────── 

  

※３．固定資産除却損は建物及び構築物50百万円、機

械装置及び運搬具374百万円、その他51百万円で

あります。 

※２．固定資産売却損は建物及び構築物39百万円、土地

81百万円、その他30百万円であります。 

※３．固定資産除却損は建物及び構築物89百万円、機械

装置及び運搬具72百万円、その他116百万円であ

ります。 

※４．      ──────── ※４．減損損失 

    当連結会計年度において、以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

    当社グループは、事業用資産については事業の

種類を基本とし、賃貸資産及び遊休資産について

は個別物件毎に資産のグルーピングを行っており

ます。 

    当連結会計年度においては、事業用資産及び賃

貸資産については減損の兆候がありませんでした

が、研究開発体制の再編に伴い、栃木県の事業開

発センターに移転・統合（統合後、「クリタ開発

センター」を開設）した神奈川県厚木市の技術開

発センターが遊休状態となり、かつ土地・建物等

の市場価格が著しく下落したため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（846百万円）として特別損失に計上しました。

その内訳は、建物及び構築物522百万円、土地297

百万円、その他27百万円であります。 

    なお、当該資産グループの回収可能価額は正味

売却価額により測定し、不動産鑑定評価基準によ

り評価しております。 

場所 用途 種類 

神奈川県厚木市 遊休資産   建物及び土地等 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

 （百万円）

現金及び預金勘定 30,679

預入期間が３か月を超える定期預金等 △313

現金及び現金同等物 30,365

 （百万円）

現金及び預金勘定 30,107

預入期間が３か月を超える定期預金等 △236

現金及び現金同等物 29,871



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

332 116 215 

（有形固定資
産） 
その他 

1,239 661 578 

合計 1,572 777 794 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

304 142 161 

（有形固定資
産） 
その他 

1,232 781 451 

合計 1,537 924 612 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 303百万円

１年超 490 

合計 794 

１年内    224百万円

１年超 388 

合計 612 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー 

  ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占 

  める割合が低いため、支払利子込み法により算 

  定しております。 

同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 338百万円

減価償却費相当額 338 

支払リース料    270百万円

減価償却費相当額 270 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 78百万円

１年超 101 

合計 180 

１年内   146百万円

１年超 208 

合計 355 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価のない主な有価証券の内容 

 種類 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式 5,445 8,922 3,476 8,869 15,434 6,564 

(2）債券       

 国債・地方債 2,399 2,401 1 799 800 0 

 社債 1,641 1,645 4 300 301 1 

 その他 1,999 1,999 0 2,999 2,999 0 

(3）その他 － － － － － － 

小計 11,487 14,968 3,481 12,969 19,535 6,566 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式 1,348 1,321 △26 17 15 △1 

(2）債券       

 国債・地方債 － － － 3,200 3,192 △7 

 社債 4,055 4,049 △5 4,579 4,514 △64 

 その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 5,403 5,371 △32 7,797 7,723 △73 

合計 16,891 20,340 3,449 20,766 27,259 6,492 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

210 148 － 2,460 1,205 － 

 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,082 2,082 



４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５
年以内 
（百万円） 

５年超10
年以内 
（百万円）

10年超 
（百万円）

１年以内 
（百万円）

１年超５
年以内 
（百万円） 

５年超10
年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円）

(1）債券         

国債・地方債 － 2,401 － － 2,398 1,594 － － 

社債 768 4,927 － － 763 4,052 － － 

その他 1,999 － － － 2,999 － － － 

(2）その他 － － － － － － － － 

合計 2,768 7,328 － － 6,162 5,647 － － 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 １．取引の状況に関する事項 

 当社は、基本的に通常の外貨建営業取引の範囲内

で、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変

動リスクを回避するため、必要に応じ為替予約取引を

利用することとしております。為替予約取引の契約先

は高格付を有する金融機関に限定しているため、信用

リスクはほとんどないものと認識しております。ま

た、為替予約取引は、個別案件毎の社内の所定の決裁

後、財務経理部門が取引の実行及び管理を行っており

ます。 

同左 

２．取引の時価等に関する事項 ２．取引の時価等に関する事項 

 該当事項ありません。  該当事項ありません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社23社（国内20社、海外３社）は、確定給付型の制度として、退職一時金制度又は適格退

職年金制度を設けております。なお、当社及び国内連結子会社３社は両制度を併用しており、他の国内連結子

会社７社は全面的に適格退職年金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

(平成17年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

イ．退職給付債務  △22,967百万円  △23,195百万円 

ロ．年金資産  14,264  15,059 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △8,703  △8,135 

ニ．未認識数理計算上の差異  13  △125 

ホ．未認識過去勤務債務  －  － 

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ）  △8,689  △8,261 

ト．前払年金費用  －  － 

チ．退職給付引当金（ヘ－ト）  △8,689  △8,261 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

イ．勤務費用  1,109百万円  1,163百万円 

ロ．利息費用  532  537 

ハ．期待運用収益  －  △85 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額  △39  △115 

ホ．臨時に支払った割増退職金等  52  13 

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）  1,654  1,514 

       

 
前連結会計年度 

(平成17年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

イ．退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準  期間定額基準 

ロ．割引率  ２．５ ％  ２．５ ％ 

ハ．期待運用収益率  ０．０ ％  ０．８ ％ 

ニ．数理計算上の差異の処理年数  １～２年  １～２年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,080

賞与引当金損金算入限度超過額 827

未実現有形固定資産売却益 433

製品保証等引当金損金算入限度超過額 395

未払事業税否認 325

固定資産評価損否認 287

減価償却費限度超過額 282

役員退職引当金否認 280

計画設計費用否認 196

ゴルフ会員権評価損否認 139

その他 535

繰延税金資産小計 6,785

評価性引当額 △310

繰延税金資産合計 6,474

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △1,409

固定資産圧縮積立金 △867

在外連結子会社の留保利益に係る追加

納税見込額 

△379

その他 △4

繰延税金負債合計 △2,660

繰延税金資産（負債）の純額 3,813

（単位：百万円）

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,304

賞与引当金損金算入限度超過額 901

減価償却費限度超過額 592

未実現有形固定資産売却益 423

減損損失 343

計画設計費用否認 291

未払事業税否認 289

製品保証等引当金損金算入限度超過額 286

役員退職引当金否認 189

ゴルフ会員権評価損否認 129

その他 611

繰延税金資産小計 7,363

評価性引当額 △366

繰延税金資産合計 6,996

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2,634

固定資産圧縮積立金 △757

在外連結子会社の留保利益に係る追加

納税見込額 

△546

繰延税金負債合計 △3,939

繰延税金資産（負債）の純額 3,057



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの主な事業内容は、水処理に関する薬品類の製造販売と水処理に関する装置・施設類の製造

販売であります。従って、事業区分は製品の系列を考慮し、水処理薬品事業と水処理装置事業の２つに区

分しております。 

 
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 50,637 110,259 160,896 － 160,896 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
199 681 881 (881) － 

計 50,837 110,941 161,778 (881) 160,896 

営業費用 43,403 102,425 145,829 (883) 144,945 

営業利益 7,433 8,515 15,949 1 15,951 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 43,433 108,025 151,459 40,969 192,428 

減価償却費 1,465 2,895 4,361 － 4,361 

資本的支出 1,322 5,383 6,706 － 6,706 

 
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 54,549 119,133 173,683 － 173,683 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
322 573 895 (895) － 

計 54,872 119,706 174,578 (895) 173,683 

営業費用 46,910 110,357 157,268 (895) 156,372 

営業利益 7,961 9,349 17,310 0 17,311 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
     

資産 46,191 124,280 170,471 42,302 212,774 

減価償却費 1,608 3,298 4,906 － 4,906 

減損損失 － － － 846 846 

資本的支出 2,018 14,519 16,537 － 16,537 



２．各区分に属する主要な製品 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費

用はありません。 

４．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、

40,983百万円及び42,362百万円であり、その主なものは、当社での余資運用資金・長期投資資金（預金、有

価証券及び投資有価証券）であります。 

５．減損損失は遊休資産であるため、各セグメントに与える影響はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日）における本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

アジア   ： 韓国、中国、台湾、シンガポール、インドネシア、タイ 

北アメリカ ： アメリカ 

ヨーロッパ ： ドイツ 

その他の地域： ブラジル 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 重要な取引がないため、関連当事者との取引の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 重要な取引がないため、関連当事者との取引の記載を省略しております。 

事業区分 主要製品 

水処理薬品事業 

ボイラ水系処理剤、冷却水系処理剤、空調関係水処理剤、排水処理剤、土木建築関連処理剤、

石油化学・紙パルプ等の製造プロセス処理剤、ダイオキシン処理剤・除去システム、メンテナ

ンス・サービス 

水処理装置事業 

超純水製造装置、用水処理装置、排水処理装置、規格型水処理装置、化学洗浄工事、精密洗

浄、土壌浄化システム、下水道終末処理施設、汚泥再生処理センター、海水淡水化施設、レジ

ャープール、水処理施設の運転・維持管理等のメンテナンス・サービス 

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ 
その他の地
域 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 18,966 979 1,015 1,440 22,402 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 160,896 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 11.8 0.6 0.6 0.9 13.9 

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ 
その他の地
域 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 16,602 2,340 1,121 1,724 21,788 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 173,683 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 9.6 1.3 0.6 1.0 12.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

       該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,058.90円

１株当たり当期純利益金額 71.76円

１株当たり純資産額 1,129.74円

１株当たり当期純利益金額 81.76円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 9,383 10,519 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 153 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (153)                       (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,229 10,519 

期中平均株式数（株） 128,615,153 128,654,537 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」の算定は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 236 － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 85 84 4.60 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 270 180 4.50 平成18年～平成28年 

その他有利子負債     

長期預り保証金 791 740 0.13 － 

合計 1,146 1,241 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 88 83 0 0 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   25,212   23,275  

２．受取手形 ※1  8,352   8,327  

３．売掛金 ※1  52,330   54,877  

４．有価証券   2,702   6,102  

５．製品   1,002   884  

６．原材料   585   624  

７．仕掛品   4,007   3,827  

８．前渡金   135   －  

９．前払費用   214   264  

10．繰延税金資産   1,484   1,528  

11．未収入金   642   488  

12．その他   456   550  

13．貸倒引当金   △76   △38  

流動資産合計   97,053 57.3  100,714 54.6 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  22,371   26,004   

減価償却累計額  11,963 10,408  11,901 14,103  

(2）構築物  2,920   2,946   

減価償却累計額  2,110 809  2,166 780  

(3）機械及び装置  14,236   21,769   

減価償却累計額  5,560 8,676  6,793 14,975  

(4）車両運搬具  171   175   

減価償却累計額  155 15  159 16  

(5）工具・器具及び備品  7,387   7,144   

減価償却累計額  6,081 1,305  5,876 1,267  

(6）土地 ※3  12,970   12,212  

(7）建設仮勘定   1,346   1,892  

有形固定資産合計   35,531 21.0  45,247 24.6 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産        

(1）借地権   126   126  

(2）特許権等実施権   48   25  

(3）ソフトウェア   2,044   1,786  

(4）その他   107   113  

無形固定資産合計   2,327 1.4  2,051 1.1 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   20,525   22,997  

(2）関係会社株式   3,870   4,021  

(3）出資金   22   22  

(4）関係会社出資金   1,183   1,183  

(5）従業員長期貸付金   15   13  

(6）関係会社長期貸付金   4,411   4,427  

(7）破産債権・更生債権
等 

  101   97  

(8）長期前払費用   6   0  

(9）繰延税金資産   987   448  

(10) 再評価に係る繰延税
金資産 

※3  176   －  

(11）敷金・保証金   653   666  

(12）保険積立金   375   285  

(13）長期性預金   2,000   2,000  

(14）その他   219   211  

(15）貸倒引当金   △108   △100  

投資その他の資産合計   34,442 20.3  36,276 19.7 

固定資産合計   72,301 42.7  83,575 45.4 

資産合計   169,355 100.0  184,290 100.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※1  23,330   25,064  

２．未払金   5,320   10,703  

３．未払法人税等   2,629   2,913  

４．未払消費税等   705   704  

５．未払費用   355   330  

６．前受金   401   997  

７．預り金 ※1  3,314   3,463  

８．賞与引当金   1,276   1,355  

９．製品保証等引当金   971   705  

10．その他   86   82  

流動負債合計   38,390 22.7  46,320 25.2 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   14   12  

２．再評価に係る繰延税金
負債 

※3  －   1,526  

３．退職給付引当金   7,154   6,854  

４．役員退職引当金   450   339  

５．長期預り保証金   754   707  

固定負債合計   8,373 4.9  9,439 5.1 

負債合計   46,764 27.6  55,760 30.3 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※2  13,450 7.9  13,450 7.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  11,409   11,426   

資本剰余金合計   11,409 6.7  11,426 6.2 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  2,919   2,919   

２．任意積立金        

(1）固定資産圧縮積立金  1,283   1,269   

(2）配当準備積立金  1,000   1,000   

(3）別途積立金  88,280   93,180   

３．当期未処分利益  7,295   7,022   

利益剰余金合計   100,778 59.5  105,391 57.2 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※3  △257 △0.1  △740 △0.4 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  2,040 1.2  3,795 2.0 

Ⅵ 自己株式 ※4  △4,830 △2.8  △4,793 △2.6 

資本合計   122,590 72.4  128,529 69.7 

負債及び資本合計   169,355 100.0  184,290 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．薬品部門売上高  40,841   43,285   

２．装置部門売上高 ※1 78,333 119,175 100.0 80,118 123,403 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首製品たな卸高  885   1,002   

２．当期製品製造原価 ※3 85,447   90,117   

合計  86,333   91,119   

３．他勘定への振替高 ※2 79   44   

４．期末製品たな卸高  1,002 85,251 71.5 884 90,191 73.1 

売上総利益   33,924 28.5  33,212 26.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売手数料  392   403   

２．広告宣伝費  573   478   

３．給与諸手当  8,159   7,971   

４．賞与引当金繰入額  978   967   

５．退職給付費用  766   613   

６．福利厚生費  1,216   1,220   

７．旅費交通費  1,749   1,768   

８．研究開発費 ※4 4,181   4,112   

９．減価償却費  609   627   

10．賃借料  1,262   1,393   

11．その他  4,014 23,904 20.1 3,698 23,255 18.8 

営業利益   10,020 8.4  9,956 8.1 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※3 244   277   

２．有価証券利息  26   31   

３．受取配当金 ※3 1,211   1,580   

４．固定資産賃貸料 ※3 192   171   

５．受取ロイヤリティ ※3 553   726   

６．その他  224 2,452 2.0 324 3,113 2.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  13   16   

２．たな卸資産売廃棄損  83   －   

３．固定資産賃貸原価  121   111   

４．その他  61 280 0.2 31 159 0.1 

経常利益   12,193 10.2  12,910 10.5 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  128   1,205   

２．関係会社清算益 ※5 124 252 0.2 － 1,205 1.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※6 －   149   

２．固定資産除却損 ※7 443   220   

３．減損損失 ※8 －   846   

４．その他  － 443 0.3 132 1,348 1.1 

税引前当期純利益   12,002 10.1  12,767 10.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 4,724   4,981   

法人税等調整額  △90 4,633 3.9 △209 4,771 3.9 

当期純利益   7,369 6.2  7,995 6.5 

前期繰越利益   1,083   1,166  

土地再評価差額金取崩
額 

  －   △724  

中間配当額   1,157   1,414  

当期未処分利益   7,295   7,022  

        



製造原価明細書 

 （注） 原価計算の方法 

原価計算基準に準拠して個別原価計算を行っております。ただし、一部の製品については総合原価計算を採

用しております。原価要素は材料費、労務費、外注費及び経費に区分し、製造間接費については、売上原価

及びたな卸資産に配賦しております。なお、他勘定への振替高は前事業年度 有形固定資産238百万円、当

事業年度 有形固定資産408百万円、その他43百万円であります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  33,214 38.6 35,336 39.1 

Ⅱ 労務費  5,309 6.2 5,513 6.1 

Ⅲ 外注費  32,577 37.9 32,918 36.4 

Ⅳ 経費  14,917 17.3 16,621 18.4 

当期総製造費用  86,018 100.0 90,389 100.0 

期首仕掛品たな卸高  3,674  4,007  

合計  89,693  94,397  

期末仕掛品たな卸高  4,007  3,827  

他勘定への振替高   238  452  

当期製品製造原価  85,447  90,117  



③【利益処分計算書】 

 （注）１．平成16年12月６日に、1,157百万円（１株につき９円）の中間配当を実施しております。 

２．平成17年12月６日に、1,414百万円（１株につき11円）の中間配当を実施しております。 

  
前事業年度 

（株主総会承認年月日） 
（平成17年６月29日） 

当事業年度 
（株主総会承認年月日） 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   7,295  7,022 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

 １．固定資産圧縮積立金 
      取崩額 

  13  161 

合計   7,309  7,184 

Ⅲ 利益処分額      

１．株主配当金  1,157  1,415  

２．役員賞与金      

(1）取締役賞与金  79  －  

(2) 監査役賞与金  6  －  

３．任意積立金      

  (1) 別途積立金  4,900 6,143 4,300 5,715 

Ⅳ 次期繰越利益   1,166  1,468 

      



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び 

関連会社株式：   移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び 

関連会社株式：  同左 

(2）その他有価証券： 

イ．時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

(2）その他有価証券： 

イ．時価のあるもの 同左 

ロ．時価のないもの 移動平均法による原価法 ロ．時価のないもの 同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準：原価基準 

評価方法：製品   移動平均法 

原材料  移動平均法 

仕掛品  個別法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法        

                       同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産：定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）

並びに客先に設置している超純水

等の供給用設備については定額法

を採用しております。なお、主な

耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物     ２～65年 

機械及び装置 ２～13年 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産：  同左 

  

  

(2）無形固定資産：定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産:    同左 

  

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

            同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

                       同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準

により計上しております。 

(2）賞与引当金 

                       同左 

(3）製品保証等引当金 

 完成した工事の保証に備えるため、見積保証額基

準により計上しております。 

(3）製品保証等引当金 

                       同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、数理計算上の差異は、発生年度

に費用処理することとしております。 

(4）退職給付引当金 

                   同左 

(5）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当期末必要額の100％を計上しております。 

(5）役員退職引当金 

同左 

６．収益及び費用の計上基準 

売上計上基準 

薬品及び規格型機器類：出荷基準によっておりま

す。 

役務：完了基準によっております。 

請負工事：完成引渡基準によっております。ただ

し、工期が１か年を超え、かつ受注金

額が1,500百万円以上の長期請負工事に

ついては工事進行基準によっておりま

す。 

６．収益及び費用の計上基準 

売上計上基準 

同左 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

７．リース取引の処理方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

(1) 消費税等の会計処理方法 

同左 

    



会計方針の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────── (固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これ

により税引前当期純利益は846百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(損益計算書） 

１．前期において営業外費用の「その他」に含めて表示

しました「たな卸資産売廃棄損」は、営業外費用の合

計額の100分の10を超えることとなったため、区分掲記

することに変更しました。 

  なお、前期の「たな卸資産売廃棄損」は12百万円で

あります。 

(損益計算書） 

１．前期において区分掲記しました「たな卸資産売廃棄

損」は、営業外費用の合計額の100分の10以下となった

ため、営業外費用の「その他」に含めて表示すること

に変更しました。 

  なお、当期の「たな卸資産売廃棄損」は６百万円で

あります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．関係会社との取引に基づいて発生した資産・負債 ※１．関係会社との取引に基づいて発生した資産・負債 

受取手形及び売掛金 6,181百万円

買掛金    984百万円

預り金      3,051百万円

受取手形及び売掛金      7,813百万円

買掛金       704百万円

預り金          3,148百万円

※２．会社が発行する株式の総数  

普通株式     531,000,000株

※２．会社が発行する株式の総数  

普通株式 531,000,000株

 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する

株式を減ずる」旨定款に定めております。 

 

発行済株式総数  

普通株式       132,800,256株

発行済株式総数  

普通株式        132,800,256株

※３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、「土地再評価差額金」として資本の部に計上

しております。 

※３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、「土地再評価差額金」として資本の部に計上

しております。 

再評価の方法 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める

公示価格等に合理的な調整を行って評価額を算

出 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める

公示価格等に合理的な調整を行って評価額を算

出 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額   △1,003百万円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額    △673百万円

※４．自己株式 ※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

4,163,793株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

4,127,639株であります。 

 ５．債務保証  ５．債務保証 

従業員の住宅建設資金の借入金に対する保証 従業員の住宅建設資金の借入金に対する保証 

19百万円   10百万円 

６．配当制限 ６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,040百万円

であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は3,795百万円

であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．このうち工事進行基準適用高5,587百万円が含まれ

ております。 

※１．このうち工事進行基準適用高7,385百万円が含まれ

ております。 

※２．他勘定への振替高の内訳 ※２．他勘定への振替高の内訳 

有形固定資産  6百万円 

販売費及び一般管理費    43百万円 

営業外費用  29百万円 

販売費及び一般管理費 26百万円 

営業外費用 18百万円 

※３．関係会社との取引高 ※３．関係会社との取引高 

材料費及び外注費に含まれる

関係会社からの受入高 
   6,306百万円 

営業外収益      1,879百万円 

（受取利息） (  84百万円)

（受取配当金） ( 1,068百万円)

（固定資産賃貸料） (  155百万円)

（受取ロイヤリティ） (  521百万円)

営業外収益       2,389百万円 

（受取利息） (  75百万円)

（受取配当金） ( 1,404百万円)

（固定資産賃貸料） (  136百万円)

（受取ロイヤリティ） (  688百万円)

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる

研究開発費 
 4,181百万円 

一般管理費に含まれる

研究開発費 
      4,112百万円 

※５．関係会社清算益はクリタ化成(株)（連結子会社）

清算に伴うものであります。 

※５．      ──────── 

※６．      ──────── ※６．固定資産売却損は、建物38百万円、土地81百万

円、その他29百万円であります。 

※７．固定資産除却損は、建物30百万円、構築物10百万

円、機械及び装置367百万円、工具・器具及び備品

35百万円であります。 

※７．固定資産除却損は、建物60百万円、機械及び装置

71百万円、工具・器具及び備品51百万円、その他

36百万円であります。 

※８．      ──────── ※８．減損損失 

当期において、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

当社は、事業用資産については事業の種類を基

本とし、賃貸資産及び遊休資産については個別物

件毎に資産のグルーピングを行っております。 

 当期においては、事業用資産及び賃貸資産につ

いては減損の兆候がありませんでしたが、研究開

発体制の再編に伴い、栃木県の事業開発センター

に移転・統合（統合後、「クリタ開発センター」

を開設）した神奈川県厚木市の技術開発センター

が遊休状態となり、かつ土地・建物等の市場価格

が著しく下落したため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（846百万円）

として特別損失に計上しました。その内訳は、建

物508百万円、土地297百万円、その他41百万円で

あります。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正味

売却価額により測定し、不動産鑑定評価基準によ

り評価しております。 

場所 用途 種類 

神奈川県厚木市 遊休資産 建物及び土地等



（リース取引関係） 

  

（有価証券関係） 

 前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 113 6 107 

車両運搬具 38 20 17 

工具・器具及
び備品 

1,123 599 524 

合計 1,274 625 648 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 113 18 95 

車両運搬具 － － － 

工具・器具及
び備品 

1,120 708 412 

合計 1,233 726 507 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内    238百万円

１年超 410 

合計 648 

１年内       173百万円

１年超 334 

合計 507 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料    242百万円

減価償却費相当額 242 

支払リース料       204百万円

減価償却費相当額 204 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内  3百万円

１年超 4 

合計 7 

１年内   12百万円

１年超 21 

合計 34 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,484 

賞与引当金損金算入限度超過額 518 

製品保証等引当金損金算入限度超過額 394 

減価償却費限度超過額 276 

未払事業税否認 222 

固定資産評価損否認 197 

計画設計費用否認 196 

役員退職引当金否認 182 

ゴルフ会員権評価損否認 115 

その他 433 

繰延税金資産小計 5,020 

評価性引当額 △286 

繰延税金資産合計 4,734 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △1,394 

固定資産圧縮積立金 △867 

繰延税金負債合計 △2,262 

繰延税金資産（負債）の純額 2,472 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,782 

減価償却費限度超過額 587 

賞与引当金損金算入限度超過額 550 

減損損失 343 

計画設計費用否認 291 

製品保証等引当金損金算入限度超過額 286 

未払事業税否認 181 

役員退職引当金否認 137 

ゴルフ会員権評価損否認 108 

その他 405 

繰延税金資産小計 5,674 

評価性引当額 △345 

繰延税金資産合計 5,328 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2,594 

固定資産圧縮積立金 △757 

繰延税金負債合計 △3,351 

繰延税金資産（負債）の純額 1,977 

２．       ──────── ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 （％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△3.4 

試験研究費税額控除等 △1.6 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

1.0 

減損損失 0.9 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.4 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額      952.33円

１株当たり当期純利益金額     56.63円

１株当たり純資産額            998.89円

１株当たり当期純利益金額 62.15円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 7,369 7,995 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 85 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (85) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,284 7,995 

期中平均株式数（株） 128,615,153 128,654,537 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

ダイキン工業(株) 707,600 2,915 

小野薬品工業(株) 474,500 2,614 

(株)ミレアホールディングス 834 1,943 

シャープ(株) 600,000 1,251 

ＪＳＲ(株) 303,500 1,062 

UFJ CAPITAL FINANCE 4 Ltd. 優先株式 100 1,000 

日東電工(株) 88,800 887 

月島機械(株) 400,000 628 

伊藤忠商事(株) 500,000 505 

UFJ CAPITAL FINANCE 2 Ltd. 優先株式 50 500 

MTH Preferred Capital 2 (Cayman) Ltd. 

優先株式 
500 500 

オリンパス(株) 142,000 491 

(株)日本触媒 335,000 468 

東亜建設工業(株) 1,276,000 284 

第一工業製薬(株) 536,000 224 

住友金属工業(株) 369,052 186 

サンコール(株) 181,960 179 

(株)三菱ケミカルホールディングス 226,380 164 

(株)ヤクルト本社 58,000 163 

伊藤忠エネクス(株) 184,000 152 

その他（59銘柄） 1,413,410 1,227 

小計 7,797,686 17,350 

計 7,797,686 17,350 



【債券】 

有価証券 
その他有

価証券 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

フォレスト・コーポレーション東京支店 

国内コマーシャル・ペーパー 
3,000 2,999 

＃225回利付国債 400 400 

＃226回利付国債 400 400 

＃227回利付国債 400 399 

＃228回利付国債 400 399 

＃229回利付国債 400 399 

＃230回利付国債 400 399 

ブリヂストン 第1回 普通社債 300 303 

日産自動車 第38回 普通社債 200 200 

Chubu Electric Power Co. Inc. ユーロ

円債 
200 199 

小計 6,100 6,102 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

TOYOTA FINACE CORPORATION ユーロ円債 500 495 

三井物産 2010年満期ユーロ円建インバー

スフローター債 
500 475 

＃231回利付国債 400 398 

＃232回利付国債 400 398 

＃233回利付国債 400 398 

＃234回利付国債 400 398 

ＮＴＴ 第38回 普通社債 300 306 

三菱商事 第11回 普通社債 300 301 

国民生活金融公庫 第2回債 300 299 

中部電力 第465回 普通社債 300 298 

東京電力 第503回 普通社債 300 297 

SMBC Leasing Company,Ltd. ユーロ円債 300 296 

SPARC 2 Ltd. Series AR7 CB リパッケー

ジ債 
300 296 

Sumitomo Corporate Capital 

Netherlands B.V. ユーロ円債 
300 290 

ＮＴＴドコモ 第11回 普通社債 200 200 

SPARC 2 Ltd. Series AR9 CB リパッケー

ジ債 
200 196 

SPARC 2 Ltd. Series FA17 CB リパッケ

ージ債 
200 196 

社債（１銘柄） 100 99 

小計 5,700 5,647 

計 11,800 11,749 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．主要な増加 

    ２．主要な減少 

    ３．当期減少額の（ ）内は、減損損失の計上額で内数であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 22,371 5,760 2,127 

(508)

26,004 11,901 1,110 14,103 

構築物 2,920 92 65 

(14)

2,946 2,166 98 780 

機械及び装置 14,236 7,890 358 

(10)

21,769 6,793 1,492 14,975 

車両運搬具 171 5 0 

(0)

175 159 4 16 

工具・器具及び備品 7,387 480 724 

(16)

7,144 5,876 444 1,267 

土地 12,970 － 757 

(297)

12,212 － － 12,212 

建設仮勘定 1,346 13,888 13,341 

 

1,892 － － 1,892 

有形固定資産計 61,404 28,117 17,376 

(846)

72,145 26,897 3,150 45,247 

無形固定資産        

借地権 126 － － 126 － － 126 

特許権等実施権 143 － 67 76 51 23 25 

ソフトウエア 3,176 379 187 3,368 1,581 637 1,786 

その他 116 8 0 123 10 1 113 

無形固定資産計 3,562 388 255 3,695 1,643 662 2,051 

長期前払費用 6 － 6 0 － － 0 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物   

 超純水供給事業用建物 3,427百万円 

 クリタ開発センター研究棟増築 1,453百万円 

機械及び装置   

 超純水供給事業用設備 7,269百万円 

建設仮勘定   

 超純水供給事業用設備関係 11,855百万円 

 クリタ開発センター研究棟増築関係 988百万円  

建物    

 西千葉寮及び海老名寮売却 1,402百万円 

建設仮勘定   

超純水供給事業用建物、機械及び装置への振替額 10,697百万円 

 クリタ開発センター研究棟増築に伴う建物、構築

物等への振替額 

1,438百万円 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は4,127,639株であります。 

    ２．当期増加額は、名古屋理水(株)及び岐阜理水(株)の完全子会社化に伴う株式交換によるものであります。 

３．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 13,450 － － 13,450 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式(注)1 (株) (132,800,256) (         －)  (         －) (132,800,256) 

普通株式 （百万円） 13,450 － － 13,450 

計 (株) (132,800,256)  (         －)  (         －) (132,800,256) 

計 （百万円） 13,450 － － 13,450 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 11,398 － － 11,398 

株式交換剰余金(注)2 （百万円） 11 17 － 28 

計 （百万円） 11,409 17 － 11,426 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 2,919 － － 2,919 

（任意積立金）      

固定資産圧縮積立金 

(注)3 
（百万円） 1,283 － 13 1,269 

配当準備積立金 （百万円） 1,000 － － 1,000 

別途積立金(注)3 （百万円） 88,280 4,900 － 93,180 

計 （百万円） 93,482 4,900 13 98,368 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 184 138 5 178 138 

賞与引当金 1,276 1,355 1,276 － 1,355 

製品保証等引当金 971 705 971 － 705 

役員退職引当金 450 95 206 － 339 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 35 

預金  

当座預金 258 

普通預金 1,480 

定期預金 21,500 

通知預金他 1 

小計 23,240 

合計 23,275 

相手先 金額（百万円） 

(株)ソニー・コンピュータエンタテインメント 802 

松下環境空調エンジニアリング(株) 628 

(株)千代田組  306 

大日本スクリーン製造(株) 269 

丸石化学品(株) 218 

その他 6,102 

合計 8,327 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 2,912 

５月 1,765 

６月 2,211 

７月 1,093 

８月 293 

９月以降 50 

合計 8,327 



ハ．売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ．たな卸資産 

相手先 金額（百万円） 

ソニーセミコンダクタ九州(株) 2,818 

(株)デンソー 1,938 

ランドソリューション(株) 1,877 

鹿島建設(株) 1,491 

鳥羽志勢広域連合 1,453 

その他 45,296 

合計 54,877 

前期繰越高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

次期繰越高 

（百万円） 

回収率 

（％） 

滞留期間 

（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

× 100
(A) ＋ (B)

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

52,330 129,245 126,699 54,877 69.8 151 

科目 内訳 金額（百万円） 

製品 

水処理薬品類 687 

規格型機器類 197 

小計 884 

原材料 

水処理薬品製造用原材料 306 

機器類・部品等 318 

小計 624 

仕掛品 

各種装置仕掛品 3,706 

規格型機器類及び水処理薬品製

造仕掛品 
121 

小計 3,827 

合計 5,337 



② 負債の部 

イ．買掛金 

ロ．未払金 

  

(3）【その他】 

 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（独占禁止法）違反容疑に関する件 

 当社は、汚泥再生処理（し尿処理）施設建設工事に関する独占禁止法違反容疑で、平成17年８月に公正

取引委員会による調査を受け、平成18年４月には公正取引委員会と大阪地方検察庁による捜査を受けまし

た。このような事態になりましたことを厳粛に受け止め、当社は平成18年５月19日をもって汚泥再生処理

（し尿処理）施設建設工事の新規案件に関連する事業から撤退することを決定するとともに、営業活動も

同日をもって停止いたしました。 

 また、当社及び当社社員が、平成18年６月12日にし尿処理施設建設工事に関する独占禁止法違反（不当

な取引制限）容疑で起訴されました。 

 当社といたしましては、この事実を厳粛に受け止め、法令遵守の再徹底とコンプライアンス体制の再構

築、営業体制の抜本的な見直しなど再発防止に全力を尽くし、早期の信頼回復に努めてまいる所存です。 

相手先 金額（百万円） 

伊藤忠ケミカルフロンティア(株) 2,537 

日東電工(株) 806 

ダイヤニトリックス(株) 541 

(株)クリタス 513 

堀池産業(株) 475 

その他 20,189 

合計 25,064 

内訳 金額（百万円） 

工事未払金  1,835 

固定資産購入未払金  5,941 

経費未払金  2,744 

その他 181 

合計 10,703 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、

10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本 店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき 262円 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき 9,030円 

２．喪失登録株券  １枚につき  525円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本 店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店・全国各支店 

買取手数料 
株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額及び 

これに係る消費税額の合計額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

株主優待制度 

１．対象株主 

  毎年3月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録 

  されている100株（１単元）以上の所有株主 

２．優待内容 

100株（ １単元）以上  1,000株（ 10単元）未満の株主 

→ 1,890円相当の優待品 

1,000株（ 10単元）以上 10,000株（100単元）未満の株主 

→ 3,780円相当の優待品 

10,000株（100単元）以上の株主 

→11,340円相当の優待品 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第69期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書 

 （第70期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

  平成１７年６月２９日

栗田工業株式会社    

 取締役会 御中  

 太陽監査法人  

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 梶川 融   印 

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 新村 実   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、栗田

工業株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成１８年６月２９日

栗田工業株式会社    

 取締役会 御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 梶川 融   印 

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 新村 実   印 

 
業務執行
社員 

 公認会計士 桐川 聡   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、栗田

工業株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、連結会社は当連結会計年度か

ら固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成１７年６月２９日

栗田工業株式会社    

 取締役会 御中  

 太陽監査法人  

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 梶川 融   印 

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 新村 実   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、栗田工業

株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。 



独立監査人の監査報告書

  平成１８年６月２９日

栗田工業株式会社    

 取締役会 御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 梶川 融   印 

 
代表社員
業務執行 
社員 

 公認会計士 新村 実   印 

 
業務執行
社員 

 公認会計士 桐川 聡   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、栗田工業

株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。 
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